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【各指標の達成状況】

【成果指標①】
貧血・小児生活習慣病予防検診で「正常」または「管理不要」と判断
された生徒の割合

75.9% 75.2% 96% 78.0% 96%

【成果指標②】
むし歯のある児童の割合
※低減目標

30.8% 28.7% 115% 30% 105%

【成果指標③】
むし歯のある生徒の割合
※低減目標

27.7% 26.7% 109% 27% 101%

【成果指標④】
全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」
に肯定的回答をした小学生の割合（※小学６年生）

96.0% 97.0% 97% 100% 97%

【成果指標⑤】
全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」
に肯定的回答をした中学生の割合（※中学３年生）

95.5% 95.9% 96% 100% 96%

【成果指標①】
基本的生活習慣（挨拶や返事、姿勢保持、話を聞く）が身についてい
る小学１年生の割合

86.9% 90.3% 100% 90.0% 100%

【成果指標②】
全国学力・学習状況調査における国の正答率以上の学校の割合
（小学校）

41.0% 45.5% 74% 67.5% 67%

【成果指標③】
全国学力・学習状況調査における国の正答率以上の学校の割合
（中学校）

41.4% 47.1% 125% 43% 110%

【成果指標①】
こども支援センターげんきにおいて1か月以内に発達相談を受けられ
た割合

44.8% 59.7% 119% 50.0% 119%

【成果指標②】
就学相談により、特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定し
た割合

99% 99% 99% 100% 99%

【成果指標③】
不登校発生率（小学生）
※低減目標

1.94% 2.24% 74% 0.96% 43%

【成果指標④】
不登校発生率（中学生）
※低減目標

7.29% 7.53% 86% 5.05% 67%

【成果指標⑤】
SSWにより不登校が解決または改善した割合

34.9% 32.4% 90% 40.0% 81%

【成果指標①】
時間外在校時間等が45時間超の割合【小学校】　※低減目標

― 38.9% 90% 0% 0%

【成果指標②】
時間外在校時間等が45時間超の割合【中学校】　※低減目標

― 41.1% 97% 0% 0%

【成果指標③】
令和7年度～14年度の改築・全体保全工事予定校26校のうち、改
築・全体保全工事が完了した学校の割合

― 7.7% 50% 53.8% 14%

【成果指標④】
全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

57% 58% 102% 58.9% 98%

【成果指標①】
足立区学力定着に関する総合調査で、「自分には良いところがあると
思う」に肯定的な回答をした割合

76.4% 77.2% 100% 79.5% 97%

【成果指標②】
生活保護受給世帯の子どもの大学等進学率

40.1% 33.9% 92% 38.7% 88%

【成果指標③】
若年者（15～29歳）の完全失業率
※低減目標

― ― ― 4.97% ―

【成果指標①】
低出生体重児の割合
※低減目標

9.8% 10.5% 90% 9.4% 90%

【成果指標②】
3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の
設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた親の割合

94.9% 95.5% 99% 96.5% 99%

【成果指標③】
ポピュレーションアプローチによる子育て家庭訪問事業で、対象世帯
の子育てに関する相談に応じた世帯の割合

― 29.2% 49% 66.0% 44%

【成果指標①】
保育需要に対する待機児童率
※低減目標

0.05% 0.73% 75% 0% 75%

【成果指標②】
学童保育室の待機児童率
※低減目標

6.4% 2.8% 143% 0% 56%

【成果指標③】
学童保育室の保護者満足度

71.0% 65.6% 94% 70.0% 94%

【成果指標④】
指導検査実施施設のうち文書指摘を受けた施設数の割合
※低減目標

26.76% 37.98% 61% 15.0% 39%
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【成果指標①】
児童虐待終結率

62% 72% 90% 70.0% 103%

【成果指標②】
児童扶養手当受給率
※低減目標

79.5% 77.7% 99% 75.0% 104%

【成果指標③】
ポピュレーションアプローチによる子育て家庭訪問事業で、対象世帯
の子育てに関する相談に応じた件数のうち、関係機関等につないだ
割合

― 11.9% 149% 8.0% 149%

【成果指標①】
講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

12.0% 10.9% 110% 12.1% 90%

【成果指標②】
区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区
民の割合

45.8% 44.6% 93% 55.0% 81%

【成果指標③】
図書館の利用登録を行っている区民の割合

― 22.9% 100% 27.0% 85%

【成果指標①】
文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

― 26.2% 55% 54.0% 49%

【成果指標②】
足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

― 41.1% 60% 72.0% 57%

【成果指標①】
週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

46.0% 48.0% 96% 65.0% 74%

【成果指標②】
スペシャルクライフコートフェスティバル、スポーツカーニバル、パラス
ポーツ体験会の参加者数（年間）

― 13,217 199% 20,000 66%

【成果指標③】
障がい者のうち、週1回以上運動・スポーツをする割合

― ― ― 30.0% ―

【成果指標①】
日常の中で人権が守られていると感じる区民の割合

― 53.6% 94% 57.0% 94%

【成果指標②】
「障がい者」「子ども」「女性」「インターネット上での人権」について偏
見や差別がないと感じる区民の割合

30.0% 34.1% 107% 32.1% 106%

【成果指標①】
「男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も
分かちあっている」と感じている区民の割合

31.3% 35.6% 102% 40.0% 89%

【成果指標②】
仕事と仕事以外の生活の調和が取れていると思う区民の割合

36.2% 39.6% 104% 43.0% 92%

【成果指標③】
身体的暴力以外のDV（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

46.2% 53.1% 97% 70.0% 76%

【成果指標①】
国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

55% 50% 89% 60.0% 83%

【成果指標②】
国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民
の割合

42% 42% 105% 43.0% 98%

【成果指標①】
「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等
の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

34.6% 41.2% 118% 42.5% 97%

【成果指標②】
ユニバーサルデザインの施設整備に関する施策への評価平均点

4.0 4.0 105% 3.9 103%
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値 97.1 97.4 100 100 100
(4)

実　績　値 96.4 96.4 96 97 R10 100

達　成　率 99% 96% 99% 96% 96% 96% 97% 97% -

指標名 【成果5】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした中学生の割合

定義等 「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（中学3年生）の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 97 98 100 100 100
(5)

実　績　値 95.9 95.7 95.5 95.9 R10 100

達　成　率 99% 96% 98% 96% 96% 96% 96% 96% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 3,493,247 5,125,681 5,822,326 6,305,097

人件費 109,521 115,478 117,083 134,184

総事業費 3,602,768 5,241,159 5,939,409 6,439,281

前年比(金額) 3,602,768 1,638,391 698,250 499,872

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中学２年生）

定義等 「小児生活習慣病予防健診（中２生）」において、「管理不要」と「正常」と診断された生徒の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 79 79 79 78 78
(1)

実　績　値 73.7 75.3 75.9 75.2 R10 78

達　成　率 93% 94% 95% 97% 96% 97% 96% 96% -

指標名 【成果2】むし歯のある児童の割合

定義等 乳歯または永久歯のむし歯（治療済みのむし歯も含む）のある児童（小学生）の割合※低減目標
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 36 33 31
(2)

実　績　値 36.1 33.1 30.8 28.7 R10 30

達　成　率 100% 83% 109% 91% 117% 97% 115% 105% -

指標名 【成果3】むし歯のある生徒の割合

定義等 乳歯又は永久歯のむし歯（治療済みのむし歯含む）のある中学生の割合※低減目標
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 30 30 29 29 28
(3)

実　績　値 29.5 28.5 27.7 26.7 R10 27

達　成　率 102% 92% 105% 95% 105% 97% 109% 101% -

指標名 【成果4】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした小学生の割合

定義等 「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（小学6年生）の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　

- 2 -



は

ことから、今後も誰一

、

人取り残さない教育環

令

境の充実に取り組む。

和

2)達成状況と原因分

７

析を踏まえた今後の方

年

向性

【成果指標１】貧

度

血・小児生活習慣病予

は

防健診における「管理

、

不要」と「正常」の割

７

合（中学２年生）

　貧

５

血・小児生活習慣病予

．

防については、学校保

２

健行動計画に基づき、

％

全校での事前事後指導

で

の実施を強化するとと

、

もに、学務課

保健師に

昨

よる出前講座を積極的

年

に実施することで、さ

度

らなる啓発を進めてい

よ

く。また、健康診断結

り

果の有所見者について

も

は、養護

教諭とも連携

０

し、早期改善を図って

．

いく。

【計画の理念】

７

④ ウェルビーイング

ポ

の向上とSDGsの推

イ

進

　貧血・小児生活習

ン

慣病予防健診による体

ト

のチェックや生活習慣

低

の見直しを実施するこ

下

とは、疾病予防だけで

し

はなく、子どもの心

身

た

の充実や自己肯定感、

。

将来にわたる生活の質

生

の向上につながってい

活

くと考えられる。

　一

ア

方、体型や数値に過度

ン

に注目することで、子

ケ

どもの不安や偏見、過

ー

度のダイエット意識を

ト

生むという課題もあり

の

、個人差や心

理面に配

結

慮した支援が必要であ

果

る。 

【成果指標２・

か

３】むし歯のある児童

ら

・生徒の割合

　衛生部

は

と連携した保健センタ

、

ーによる出前教室や令

朝

和８年度から実施する

食

「歯・口の健康事業」

を

等により、家庭での歯

毎

磨きの定

着等のむし歯

日

予防対策に積極的に取

食

り組んでいく。

【計画

べ

の理念】④ ウェルビ

て

ーイングの向上とSD

い

Gsの推進

　子どもの

る

むし歯の改善は、口腔

生

の健康維持だけではな

徒

く、集中力の向上や生

4

の

活習慣の安定にも関係

ほ

し、子どもの健やかな

う

成長の

支えとなる点で

が

意義がある。一方、歯

、

磨き指導や生活習慣改

ほ

善を一律に求めると、

と

家庭環境による格差や

ん

子どもの負担感にもつ

ど

な

がる可能性があるた

食

め、家庭や地域と連携

 

べ

した継続的支援が必要

な

である。

【成果指標４

い

・５】

「いじめ早期発

生

見・対策研修会」を継

徒

続して実施し、「いじ

と

めを生まない、許さな

比

い学校づくり」に向け

べ

た教職員の指導力向上

て

を

図る。また、受講内

肥

容を校内で共有するこ

担

満

とで、いじめの早期発

の

見・早期対応や組織的

割

対応の徹底につなげる

合

。あわせて、児童・

生

が

徒主体の未然防止の取

少

組や効果的な実践事例

な

の共有、生活指導担当

か

者連絡会等を通じた研

っ

修を継続し、誰もが安

た

心して学べる学

校風土

当

り

の醸成を進めていく。

、

【基本理念】③ ウェ

運

ルビーイングの向上と

動

SDGs の推進　④

を

 人権・多様性の尊重

ほ

と地域共生社会の実現

ぼ

　児童・生徒一人ひと

毎

りが安心して学校生活

日

を送ることができる環

し

境づくりを推進した。

部

て

各校において、児童・

い

生徒主体のいじめ

未然

る

防止の取組や教職員研

生

修を実施し、いじめを

徒

生まない、許さない学

の

校風土の醸成を図った

ほ

。

うが、

に

肥満の割合も痩せの割

お

合も低く、肥満や小児

け

生活

習慣病については

る

、運動習慣の減少や生

評

活習慣の乱れなどが原

価

因の一つであると推測

（

できる。

【計画の理念

部

】④ウェルビーイング

長

の向上とSDGsの推

評

進

「管理不要」「正常

価

」の割合は、目標値に

－

は達しなかったものの

１

、多くの生徒が健康な

次

生活習慣を維持してお

評

り、生徒のウェルビ

ー

価

イングの向上に一定の

）

成果が見られた。今後

そ

も健康教育の充実を図

の

り、さらなる改善を目

１

指していく。

【成果指

1

標２・３】乳歯または

)

永久歯のむし歯のある

施

小学生の割合は、２８

策

．７％であり、昨年度

の

より２．１ポイント低

達

下した。

また、むし歯

成

のある中学生の割合は

状

、２６．７％であり、

況

昨年度よりも１ポイン

と

ト低下した。一方、東

そ

京都平均（小学生　２

の

４．

６％　中学生２５

原

．１％）も年々低下し

因

ており、結果として、

の

東京都平均を上回って

分

いる状態が継続してい

析

る。

【計画の理念】④

【

ウェルビーイングの向

成

上とSDGsの推進

む

果

し歯のある児童の割合

指

は、年々低下しており

標

、目標値を達成した。

１

児童の口腔健康の維持

】

・向上が図られ、健康

小

な学校生活を送

るため

児

の基盤づくりにつなが

生

るとともに児童のウェ

活

ルビーイングの向上に

習

も貢献することができ

慣

た。

【成果指標４・５

病

】令和６年度と比較し

予

て、肯定的な回答をし

防

た児童・生徒の割合は

健

小・中学校ともに微増

診

している。要因として

に

児童・生徒主体のいじ

お

め予防の取組や、デジ

け

タル化したアンケート

る

調査の実施により、不

中

登校の児童・生徒も回

学

答しやすい環境を

整備

２

したことが挙げられる

年

。また、学校と教育委

生

員会が連携し、いじめ

の

の早期発見・早期対応

「

を継続したことが成果

管

につながって

いる。

【

理

計画の理念】③ ウェ

不

ルビーイングの向上と

要

SDGs の推進　④

」

 人権・多様性の尊重

と

と地域共生社会の実現

「

児童・生徒主体のいじ

正

め予防の取組や早期発

常

見・早期対応の推進に

」

より、安心して学べる

の

環境づくりや人権・多

割

様性を尊重する学

校風

合

土の醸成が進んでいる
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童・生徒の褒賞事業 学校支援課4017 3,937 10,518 14,455 現状維持 Ａ

中学校特別大会等助成事業 学校支援課4021 22,116 7,012 29,128 現状維持 Ｂ

小学校特別大会等助成事業 学校支援課4029 1,268 1,753 3,021 現状維持 Ｂ

小学校保健事業 学務課4091 155,686 3,506 159,192 現状維持 Ａ

小学校健康管理事業 学務課4092 60,874 17,354 78,228 現状維持 Ａ

中学校保健事業 学務課4095 77,269 3,506 80,775 現状維持 Ａ

中学校健康管理事業 学務課4096 55,050 17,354 72,404 現状維持 Ａ

小学校給食業務運営事業 学務課4100 3,770,399 35,060 3,805,459 現状維持 Ａ

中学校給食業務運営事業 学務課4102 1,845,741 26,295 1,872,036 現状維持 Ａ

小学校給食調理室改修事業 学務課10703 226,953 5,913 232,866 現状維持 Ｂ

中学校給食調理室改修事業 学務課10723 85,804 5,913 91,717 現状維持 Ｂ

合計１１事業 6,305,097 134,184 6,439,281

3)施施策の手段として位置付け

- 4 -



施

リル、そだち指導など

策

）

■　教員のICT活

の

用スキルに応じた研修

概

の実施
主な取組

■　I

要

CT支援員の派遣

■　

柱

ICT活用事例の区内

立

展開

担 当 課 名 学力定着

て

推進課（取りまとめ）

1

、学校ICT推進課、

2

子ども施設指導・支援

【

課

電 話 番 号 03-38

ひ

80-6717 E-m

と

ail gaku-te

】

i@city.ada

自

chi.tokyo.

己

jp

　学力の定着・向

肯

上に向けて、教育委員

定

会各課と各学校が協働

感

して取り組んでいる。

を

具体的には、基礎学力

持

定着に関

する教育施策

ち

の充実（学力定着推進

、

課）、キャリア教育や

生

調べ学習の充実（教育

き

指導課）、ICTを活

抜

用した教育施策

の充実

く

（学校ICT推進課）

力

等、これら全てが総合

を

的に学力の定着・向上

備

に繋がる取組である。

え

また、学力定着に関す

た

協働・協創 る総合調査

人

の実施や委託による補

施

習事業、教員のICT

策

活用力向上のための研

群

修等で、民間教育事業

名

者とも幅広く協働

の 取

1

組 み している。

１　貧

家

困をなくそう【＊目標

庭

に直結】、４　質の高

・

い教育をみんなに【タ

地

ーゲット：4.1、4

域

.2、4.6】

【関連

と

する理由】就学前から

連

義務教育期までの取組

携

においては、十分に研

し

修等の機会を設けて指

、

導者のスキル向上を
Ｓ

子

ＤＧｓが
図りつつ、I

ど

CT環境を活用しなが

も

ら質の高い教育を児童

の

・生徒に提供し、最低

学

限の基礎学力の保障と

び

将来の進路選択
目指す

を

目標
の幅を広げること

支

で、貧困の連鎖の解消

え

に繋がっていくと考え

育

られる。
（ターゲッ

【

む

評価】基本的生活習慣

施

（挨拶・姿勢・話を聞

策

く）の「できる」の数

名

値は高水準を維持して

1

いる。就学前に身につ

.

け
ト）との関

たこれら

2

の習慣が学びの基礎と

確

なり、小・中学校での

か

取組をとおして基礎学

な

力の定着に繋がってい

学

ることが「全国学
連及

力

び評価
力・学習状況調

の

査」における国との正

定

答率の比較から見てと

着

れる。今後も「教員の

に

授業力向上」と「個に

向

応じた学習

の充実」に

け

向けた取組みを進める

た

中で、様々な場面でI

、

CTを有効活用しなが

就

ら、質の高い教育を目

学

指していく。

備　　　

前

考

からの取組

子どもが確かな学力を身につけている。

施策の
目指す姿

■　就学前から「基本的生活習慣」を身につける

　①幼児教育から小学校教育への接続を一層強化することで、基本的生活習慣や他者との関わり方などを育む。

　②幼保小連携活動を通じて、子ども達の探求心や創造力を育む体験の機会を提供していく。

■　確かな学力の定着・底上げに取り組む
施策の方向

　①足立スタンダードに基づく授業実践や個に応じた学習の充実により、確かな学力の定着・底上げを図る。

■　ICTを活用して学びを深める

　①ICTを活用し、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に繋げ、子ども達の資質・能力を育成する。

　②教員のICT活用スキルに応じた研修や好事例の横展開等を実施し、スキルや学校の取組状況の格差を解消する。

■　基本的生活習慣の定着

　①基本的生活習慣は、小学校入学時に身についていることが望ましく、「学ぶ力」の基礎となる。

　②幼児教育から小学校教育への円滑な接続に向けて、就学前から学校と連携した取組を進めていく必要がある。

■　さらなる学力の底上げ

　①全国学力・学習状況調査の結果を見ると、小学生は全国の正答率を上回り、中学生は全国の正答率との差が縮ま
現状と課題

るなど、学力向上に関する取組の成果が着実に出て

足

きている。今後は、さ

立

らなる学力の底上げを

区

目指していく。

■　教

　

員のICT活用スキル

令

の向上

　①学習指導要

和

領で求められている児

８

童・生徒の主体的・対

年

話的で深い学びの実現

度

のため、教員のICT

施

活用スキルを

向上させ

策

ていく必要がある。

　

評

②令和３年度に全児童

価

・生徒にタブレットが

調

整備され、授業のねら

書

い達成に向けたツール

(

として活用されている

令

。

■　教員・保育者に

和

対する研修の実施（教

７

育・保育力向上研修、

年

接続期教育研修など）

度

■　幼保小連携活動の

事

推進（学校探検、体験

業

給食など）

■　教員の

実

授業力向上の推進（教

施

科指導専門員、秋田県

)

大仙市への教員派遣な

1

ど）

■　個に応じた学

 

習機会の提供（AIド
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:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 1,107,482 7,279,282 3,387,236 1,801,880

人件費 386,972 407,270 432,601 2,833,233

総事業費 1,494,454 7,686,552 3,819,837 4,635,113

前年比(金額) 1,494,454 6,192,098 △3,866,715 815,276

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

定義等 基本的生活習慣（挨拶や返事・姿勢保持・話を聞く）の指標測定値の平均値
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 90
(1)

実　績　値 87.8 89.8 86.9 90.3 R10 90

達　成　率 98% 98% 100% 100% 97% 97% 100% 100% -

指標名 全国学力・学習状況調査における国の正答率以上の学校の割合（小学校）

定義等 全国学力・学習状況調査における国の正答率以上の学校の割合（小学校）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 61.9 63.8
(2)

実　績　値 - 59.7 41 45.5 R10 67.5

達　成　率 0% 0% 0% 88% 0% 61% 74% 67% -

指標名 全国学力・学習状況調査における国の正答率以上の学校の割合（中学校）

定義等 全国学力・学習状況調査における国の正答率以上の学校の割合（中学校）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 37.8 39.5
(3)

実　績　値 - 35.7 41.4 47.1 R10 43

達　成　率 0% 0% 0% 83% 0% 96% 125% 110% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位
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ン

維持しながら教科ごと

ケ

の課題や学習意欲の維

ー

持・向上に取り組み、

ト

あわせて両校種におい

で

てICTを効果的に

活

は

用した「足立スタンダ

、

ード」の推進を一層図

基

っていく必要がある。

本

【計画の理念】③ウェ

的

ルビーイングの向上

こ

生

うした取組を通じて、

活

児童・生徒が「分かる

習

」「できる」を実感し

慣

、自己肯定感や学ぶ意

が

欲を高めていくことは

身

、基本計画が掲

げるウ

に

ェルビーイングの向上

つ

にもつながるものと考

い

える。

2)達成状況と

て

原因分析を踏まえた今

い

後の方向性

【子ども施

る

設指導・支援課】指標

１

（１）

基本的生活習慣

年

の定着率について、令

生

和６年度と比較すると

の

上昇し、目標を達成し

割

た。挨拶や返事といっ

合

た基本的生活習慣の獲

は

得

は、乳幼児期からの

９

愛着の形成が必要であ

０

る。そのため、園児と

．

保育者等との間に情緒

３

的な結びつきを築ける

％

よう、引き続き、園

巡

で

回を通して保育者の指

あ

導・支援を行っていく

り

。また、幼保小連携ア

、

ドバイザーが小学校及

令

び就学前施設と積極的

和

に関わり、子ど

もたち

６

に必要な体験が実現で

年

きるよう、基本計画が

度

掲げるウェルビーイン

よ

グの向上にもつなげて

り

いく。

【計画の理念】

上

③ウェルビーイングの

昇

向上

上記の指導・支援

し

等により、基本計画が

、

掲げるウェルビーイン

目

グの向上にもつなげて

標

いく。

【学力定着推進

を

課・学校ICT推進課

達

】指標（２）・（３）

成

今後は、小学校におけ

し

る成果指標の改善を重

た

点課題とし、また、I

。

CTを活用した「足立

幼

スタンダード」に基づ

保

く授業改善を推し進

め

小

、学習者（児童・生徒

4

連

）主体の授業への転換

携

を図る。「足立スタン

ア

ダード」に基づく授業

ド

改善への取組として、

バ

「足立区授業力

向上研

イ

究員」等による公開授

ザ

業や、教科指導専門員

ー

による教員への支援等

が

を通じて、全校へ広げ

小

ることで授業改善の質

 

学

の平準化を

図る。今年

校

度は特に、全国学力・

と

学習状況調査で課題が

就

見られた「目的に応じ

学

て情報を読み取り、整

前

理し、再構成して表現

施

する力

」の育成を重視

設

する。そのため、国語

へ

に限らず全ての教科に

積

おいて、言語活動の充

担

極

実を図っていく。

中学

的

校においては、今後は

に

、目標を上回った成果

訪

を維持・発展させるた

問

め、足立スタンダード

し

に基づく学習者主体の

、

授業への転換

を一層進

子

めるとともに、成果を

ど

上げている学校の実践

も

や好事例を共有し、教

当

の

科ごとの課題に応じた

実

授業改善を推進してい

態

く必要が

ある。特に、

把

数学では根拠をもって

握

説明する力、英語では

や

聞き取った内容を活用

指

して表現する力の育成

導

を重視し、基礎・基本

方

の定

着と活用力の向上

法

を一体的に図る。

また

部

を

、ICTについては、

適

単なるツールとしてで

切

はなく、児童・生徒が

に

考えを整理し、比較し

助

、表現し、協働するた

言

めの「思考を支

える道

及

具」として活用できる

び

授業への転換を進める

支

。その推進のため、モ

援

デル校の中から区の方

に

を

針に基づく研究を行う

行

学校を「推

進校」と位

う

置付け、そこで得られ

こ

た成果を公開授業など

と

を通じて全校へ広げて

で

いく。

さらに、小学校

、

から中学校への接続を

幼

意識し、小中連携研究

保

や公開授業の成果を活

小

用しながら、9年間を

お

連

見通した指導の一貫性

携

を

高め、校種を越えた

活

指導観の共有を一層進

動

めていく。

これらの取

を

組により、ICTを効

実

果的に活用した「足立

施

スタンダード」に基づ

す

く授業改善を一層進め

る

、学習者（児童・生徒

就

）主体の

授業への転換

け

学

を図り、学力の定着と

前

向上につなげていく。

施

【計画の理念】③ウェ

設

ルビーイングの向上

区

が

全体として切れ目のな

２

い学力向上施策を構築

０

し、児童・生徒が「分

２

かる」「できる」を実

園

感し、自信や学ぶ意欲

へ

を高めながら成

長でき

る

増

るよう、ウェルビーイ

加

ングの向上にもつなげ

し

ていく。

た。

【計画の理

評

念】③ウェルビーイン

価

グの向上

幼保小連携活

（

動の取り組みを推進し

部

、基本的生活習慣の定

長

着につなげることは基

評

本計画が掲げるウェル

価

ビーイングの向上にも

－

つな

がるものと考える

１

。

【学力定着推進課・

次

学校ICT推進課】指

評

標（２）・（３）

令和

価

７年度は、学力に係る

）

指標（２）・（３）に

そ

ついて、小学校は目標

の

未達、中学校は目標達

１

成という結果であった

1

。具体的には

、全国学

)

力・学習状況調査にお

施

ける「国の正答率以上

策

の学校の割合」は、小

の

学校が目標61.9％

達

に対し実績45.5％

成

、中学校が目標37

.

状

8％に対し実績47.

況

1％であった。

小学校

と

では、区の学力調査に

そ

おいて、目標値を上回

の

る正答率の児童の割合

原

（通過率）が向上して

因

おり、基礎的な学力の

の

定着が進ん

でいる。こ

分

れは、これまで進めて

析

きた「足立スタンダー

【

ド」に基づく授業改善

子

や、個に応じた学習支

ど

援の成果が一定程度表

も

れたも

のと考えられる

施

。一方、全国学力・学

設

習状況調査では、特に

指

国語の「読むこと」に

導

おいて、文章から必要

・

な情報を目的に応じて

支

取

捨選択し、整理・再

援

構成する力に課題が見

課

られた。このことから

】

、小学校では基礎的な

指

知識・技能の定着は進

標

んでいるものの、そ

れ

（

を活用して考え、判断

１

し、表現する力には課

）

題があり、学校間の差

４

も見られるため、目標

月

達成には至らなかった

に

と考えられる。

中学校

入

では、小学校と同様に

学

「足立スタンダード」

し

に基づく授業改善や個

た

に応じた学習支援が一

小

定の成果を上げ、目標

学

を上回る結

果につなが

校

った。一方で、区学力

１

調査では数学における

年

説明する力や英語にお

生

ける聞き取り・活用面

の

に課題が見られるほか

児

、学年

が進むにつれて

童

学習意欲や学習習慣が

を

低下する傾向も見られ

対

る。

これらのことから

象

、今後は小学校では基

に

礎学力を土台として思

行

考力・判断力・表現力

っ

の育成と成果の全校的

た

な共有を進めるととも

ア

に、中学校では成果を
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

教育委員会運営事務 教育政策課4015 13,246 16,654 29,900 現状維持 Ａ

教育政策管理事務 教育政策課4016 7,038 49,520 56,558 現状維持 Ｂ

学校支援管理事務 学校支援課4022 10,388 75,377 85,765 現状維持 Ｂ

小学校教育研究会等助成事業 学校支援課4028 13,954 2,630 16,584 現状維持 Ａ

中学校教育研究会等助成事業 学校支援課4032 14,334 2,630 16,964 現状維持 Ａ

幼児教育振興事業 子ども施設指導課4045 6,797 85,888 92,685 現状維持 Ｂ

学校の指導事務 教育指導課4107 84,944 1,829,106 1,914,050 改善・変更 Ａ

学校教育充実事務 教育指導課4108 75,005 29,801 104,806 改善・変更 Ａ

学力向上対策推進事業 学力定着推進課4109 521,182 649,594 1,170,776 改善・変更 Ａ

教職員の研修事務 教育指導課4111 3,378 33,307 36,685 現状維持 Ｂ

学習支援ボランティア事業 教育政策課4129 19,146 1,753 20,899 現状維持 Ｂ

学校ＩＣＴ推進事業 学校ＩＣＴ推進課23065 1,011,055 52,502 1,063,557 現状維持 Ａ

教育ＩＣＴ環境整備資金積立基金積立金 学校ＩＣＴ推進課23909 20,027 88 20,115 現状維持 Ａ

学校教育充実事務（投資） 教育指導課24056 1,386 4,383 5,769 現状維持 Ｂ

合計１４事業 1,801,880 2,83

3

3,233 4,635

)

,113

施施策の手段として位置付け

- 8 -



施

た丁寧な相談対応を行

策

い、適正
目指す目標

な

の

就学支援や不登校支援

概

を実施している。
（タ

要

ーゲッ
ト）との関
連及

柱

び評価

備　　　考

立 て 12 【ひと】自己肯定感を持ち、生き抜く力を備えた人

施 策 群 名 1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.3 子どもの状況に応じた学びの充実

■　多様な学びの場が確保されている。

施策の
目指す姿

■　早期発見のしくみ・特性に応じた支援体制を充実させる。

■　就学相談とインクルーシブ教育を充実させる。

■　不登校未然防止と不登校児への支援を強化します。

施策の方向

■　増加する発達相談への対応

■　子どもの数は減少が進む一方で、発達に不安を抱える保護者の数は増加し、発達相談件数は増加傾向にありま　

　す。

■　増加する就学相談への対応

■　在籍する学校で週１～２回程度、個別（小集団）指導を受けることが可能となったため、特別支援教室の利用を
現状と課題

　希望する保護者からの就学相談が増加しています。

■　増加する不登校への支援

■　不登校児童・生徒数の増加に伴い、スクールソーシャルワーカー（SSW）の相談件数の増加しています。また、

　問題が複雑化しており、不登校の解決・改善に向けた支援が長期化しています。

■　発達相談事業

■　気づきのしくみ

■　認可保育園等への巡回指導

■　就学相談事業

■　インクルーシブ教育の推進（施設整備、就学奨励制度、特別支援教室専門員の配置など）
主な取組

■　ＳＳＲの設置拡大

■　不登校児童・生徒への学習・登校支援（チャレンジ学級、あすテップ、登校サポーターなど）

■　ＳＳＷの体制強化

担 当 課 名 こ・支援管理課（取りまとめ）

足

電 話 番 号 03-385

立

2-2861 E-ma

区

il kodomo-s

　

ienkanri@c

令

ity.adachi

和

.tokyo.jp

　

８

発達相談、就学相談、

年

教育相談、ＳＳＷ等に

度

よる相談対応では保育

施

園、こども園、小中学

策

校だけでなく教育指導

評

課

、不登校施策推進担

価

当課、学務課等の関係

調

各課と連携し、幼児、

書

児童、生徒の情報共有

(

や連携した支援を実施

令

してい

る。

協働・協創

和

の 取 組 み

【目標】4 

７

質の高い教育をみんな

年

に　

【関連する理由】

度

多様な学びの場が確保

事

されることで、より質

業

の高い教育を受けるこ

実

とが可能となる
ＳＤＧ

施

ｓが
【評価】発達相談

)

、就学相談、教育相談

1

、ＳＳＷ等により一人

 

ひとりのニーズに適し
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7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 36 36
(5)

実　績　値 36 33.7 34.9 32.4 R10 40

達　成　率 0% 90% 0% 84% 0% 87% 90% 81% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 173,431 479,797 199,233 2,232,734

人件費 259,695 284,512 313,369 1,249,808

総事業費 433,126 764,309 512,602 3,482,542

前年比(金額) 433,126 331,183 △251,707 2,969,940

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 こども支援センターげんきにおいて1か月以内に発達相談を受けられた割合

定義等 1か月以内に発達相談（面談）した件数／発達相談（面談）受理件数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 50
(1)

実　績　値 23.5 8.2 44.8 59.7 R10 50

達　成　率 47% 47% 16% 16% 90% 90% 119% 119% -

指標名 就学相談により、特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定した割合

定義等 終結件数／申し込み件数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 100
(2)

実　績　値 99 99 99 99 R10 100

達　成　率 99% 99% 99% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 不登校発生率（小学生）

定義等 不登校児童数／児童の在籍数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 0.74 0.74 0.74 1.66 1.43
(3)

実　績　値 1.23 1.92 1.94 2.24 R10 0.96

達　成　率 60% 78% 39% 50% 38% 49% 74% 43% -

指標名 不登校発生率（中学生）

定義等 不登校生徒数／生徒の在籍数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 6.47 5.76
(4)

実　績　値 5.77 7.08 7.29 7.53 R10 5.05

達　成　率 0% 88% 0% 71% 0% 69% 86% 67% -

指標名 ＳＳＷにより不登校等が解決または改善した割合

定義等 解決数（短期・長期）＋改善数／相談件数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和
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当

増加する発達相談、就

す

学相談、不登校への対

る

応として、教育相談体

人

制や教育支援センター

員

等による支援を通じ、

を

児童生徒一人ひ

とりの

2

状況に応じた多様な学

名

びの場の確保をすすめ

か

てきた。これにより、

ら

子どもや保護者が安心

3

して相談できる環境づ

名

くりや、社

会的孤立の

に

防止など、ウェルビー

増

イングの向上につなが

や

る取組を進めている。

し

一方で、不登校の長期

、

化や発達に関する支援

げ

ニーズ

の高まりなど、

ん

多様な背景を有する児

き

童生徒への対応が求め

内

られており、「誰一人

の

取り残さない」という

講

SDGｓの理念を踏ま

師

えた

支援体制のさらな

控

る充実が課題となって

室

いる。

2)達成状況と

を

原因分析を踏まえた今

相

後の方向性

【指標1】

談

　引き続き相談希望に

室

速やかに応じることで

と

保護者の不安軽減に繋

し

がるよう、ニーズにあ

た

わせた相談体制の構築

り

を検討していく。

【指

保

標2】

　引き続き就学

健

相談員のスキルアップ

セ

、学校・関係機関との

ン

連携を密に図るととも

タ

に、就学相談業務の効

ー

率化（紙資料を電子化

で

す

るなど）を行い、よ

の

り保護者への寄り添っ

出

た支援を行い、適正就

張

学につなげていく。

【

相

指標3】

　不登校の低

談

年齢化が進んでいる現

を

状を踏まえ、小学校内

行

の「居場所」機能をも

い

つ『（仮称）小学校版

確

ＳＳＲ』を順次整備し

保

てい

く。

　令和８年１

し

月に各小中学校に対し

た

て実施したアンケート

こ

によると、校内別室を

と

開設していない小学校

に

１５校について、空き

よ

教室

が不足しているこ

り

と、人材確保に課題が

改

あることが挙げられた

善

ため、これらの小学校

4

が

の実態調査を行い、環

見

境面・人材面から整備

ら

を行っていく。

【指標

れ

4】

　中学校における

、

ＳＳＲの整備を着実に

保

進め、登校や進路選択

護

、教室復帰等への段階

者

的な支援を行っていく

の

。

　また、ＳＳＲの利

不

用が難しい生徒につい

 

安

ては、学校外の他の不

軽

登校支援事業の利用を

減

検討するなど、生徒一

の

人ひとりの実態に合

っ

一

た支援を行っていく。

助

【指標5】

　令和８年

と

度は一般ＳＳＷへのサ

な

ポートや統括ＳＳＷの

っ

補助業務を担うシニア

た

ＳＳＷを新たに配置し

担

。

た。子ども単体支援で

　

は改善

しにくい課題に

【

対し、様々な制度や資

指

源の知識をもつシニア

標

がＳＳＷをバックアッ

2

プしている。今後も人

】

材育成とサポート体制

　

の

強化に加えて、計画

全

的な増員を進めること

小

で、ＳＳＷ支援の改善

当

・

率向上を図っていく。

中

【計画の理念】③ウェ

学

ルビーイングの向上と

校

SDGｓの推進

　今後

に

は、学校、教育支援セ

特

ンター、関係機関との

別

連携を一層強化し、児

支

童生徒一人ひとりの状

援

況や特性に応じた切れ

教

目のない支

援体制の充

部

室

実を図る。

　また、不

の

登校の未然防止や早期

設

支援、アウトリーチ支

置

援、多様な学びの場の

が

拡充を進めることで、

完

安心して学び成長でき

了

る環境

を整備し、子ど

し

もや保護者のウェルビ

た

ーイングの向上につな

平

げていく。

に

成28年度以降、就学

お

相談の申込件数が増加

け

し、令和7年度は1,

る

300件を超過（平

成

評

27年度557件）。

価

　研修等の実施により

（

就学相談員のスキルア

部

ップを図るとともに、

長

学校や関係機関との連

評

携により、一人ひとり

価

に応じた相談を行

うこ

－

とで高い完結率を維持

１

することができた。

【

次

指標3】

　実績値は２

評

．２４%であり、令和

価

６年度と比べ０．３ポ

）

イント増えている。「

そ

学校生活へのやる気が

の

出ない」や「不安・抑

１

うつ

」、「生活リズム

1

の不調」に関する相談

)

が全体の約５７％を占

施

めており、昨年度より

策

も減少しているものの

の

大きな要因となってい

達

る。実績値は中学校よ

成

りも低いものの、増加

状

率は増えてきており、

況

不登校の低年齢化が進

と

んでいる。今後は小学

そ

校における不登校

の未

の

然防止策についても検

原

討し実践していくこと

因

で、児童の学校生活に

の

対する意欲を高めてい

分

く必要がある。

【指標

析

4】

　実績値は７．５

【

３%であり、令和６年

指

度と比べ０．２４ポイ

標

ント増えている。「学

1

校生活へのやる気が出

】

ない」や「不安・抑う

　

つ」、「生活リズムの

受

不調」に関する相談が

理

全体の約６４％を占め

件

ており、主な要因とな

数

っている。また、欠席

9

が数か月（３～５

か月

4

）継続している生徒が

5

前年度に比べて増えて

件

おり、不登校の長期化

中

、固定化が進んでいる

、

。

【指標5】（ＳＳＷ

１

人数：R7年度23人

か

）

　令和７年度は人員

月

増により各ＳＳＷの担

以

当校数が減少したため

内

、学校・家庭訪問回数

に

は増加している。これ

発

に伴い、相談件数も

５

達

０件増加したが、保護

相

者の精神疾患や養育力

談

等の課題により改善ま

し

でに時間を要する困難

た

度の高いケースの割合

件

も増加したため

、改善

数

率が低下した。特に主

は

訴の半数以上を占める

5

不登校について、次年

6

度への継続支援が５０

4

％を超えており、かつ

件

副訴に「家

庭環境」が

。

あるケースが約３６％

発

あり、長期的視点での

達

段階的な支援が必要と

相

なるケースが増えてい

談

る。

【計画の理念】③

を

ウェルビーイングの向

担

上とSDGｓの推進
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 子ども政策課3776 10,767 5,259 16,026 現状維持 Ｂ

特別支援教育事業 こ・支援管理課4124 36,306 176,963 213,269 改善・変更 Ａ

教育相談事業 こ・教育相談課18696 110,036 657,060 767,096 改善・変更 Ａ

こども支援センターげんき運営事務 こ・支援管理課18735 43,886 50,828 94,714 改善・変更 Ｂ

発達障がい児支援事業 こ・支援管理課21710 12,962 221,678 234,640 改善・変更 Ａ

就学相談事業 こ・支援管理課23518 8,296 65,715 74,011 改善・変更 Ａ

学齢児発達支援事業 こ・支援管理課23519 14,272 16,649 30,921 改善・変更 Ａ

医療的ケア児支援事業 こ・支援管理課24092 33,682 17,530 51,212 現状維持 Ａ

中学校特別支援学級整備事業 こ・支援管理課24099 53,546 8,765 62,311 休止・終了 Ａ

不登校施策推進事業 教育指導課24170 4,908 21,472 26,380 改善・変更 Ａ

小・中学校児童・生徒保護者負担軽減事業 財政課24200 931,060 0 931,060 現状維持 Ｃ

小・中学校児童・生徒保護者負担軽減事業 学務課24203 973,013 7,889 980,902 現状維持 Ｃ

合計１２事業 2,232,734 1,249,808 3,482,542

3)施施策の手段として位置付け
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施

らず

、少子化等の影響

策

で適正規模校の割合は

の

微減傾向にある。②小

概

規模校の一部では、１

要

クラスのみ、かつ30

柱

 人以下の

ため、クラ

立

ス替えもできない状態

て

となっている。【課題

1

３】学校の適正規模

■

2

　【主な取組１】①校

【

務のICT 化の促進

ひ

（「C4thHome

と

 ＆ School」

】

システムなど）　②会

自

計年度任用職員の配置

己

（

副校長補佐、スクー

肯

ル・サポート・スタッ

定

フなど）　③一斉退校

感

日の設定 ■　【主な

を

取組２】①学校改築・

持

改修工

事の実施　②安

ち

全点検・維持補修工事

、

の実施　③省エネやバ

生

リアフリー、避難所機

き

能強化への対応 ■　

抜

【主な取組

３】①適正

く

規模・適正配置ガイド

力

ラインの改定　②適正

を

規模・適正配置実施計

備

画の策定　③統合校ア

え

ンケート調査の

実施
主

た

な取組

担 当 課 名 学校施

人

設管理課（取りまとめ

施

）

電 話 番 号 03-38

策

80-5965 E-m

群

ail g-shise

名

tsukanri@c

1

ity.adachi

家

.tokyo.jp

学

庭

校施設の改修・改築時

・

においては開かれた学

地

校づくり協議会やまち

域

づくり協議会をはじめ

と

とした地域組織や学校

連

と

意見交換を行い、快

携

適に学べる教育施設の

し

整備の実現に向けて連

、

携をしている。また、

子

庁内においても他の教

ど

育施策

との連携・調整

も

を図りながら、学校施

の

設の更新及び適正配置

学

事業を教育委員会全体

び

の課題として取り組ん

を

でいる。

協働・協創
の

支

取 組 み

【目標】４　す

え

べての人に包摂的かつ

育

公正な質の高い教育を

む

確保し、生涯学習の機

施

会を促進する。 【タ

策

ーゲット】

４.ａ　子

名

ども、障害及びジェン

1

ダーに配慮した教育施

.

設を構築・改良し、す

4

べての人々に安全で非

安

暴力的、包摂的
ＳＤＧ

全

ｓが
、効果的な学習環

・

境を提供できるように

快

する。 【関連する理

適

由】教員の負担軽減を

に

目途とした各種取組の

学

実施や、
目指す目標

教

べ

育施設の維持・更新、

る

学校規模の適正化の推

教

進により、教育環境等

育

の整備・充実に寄与す

施

る。 【評価】教員の

設

負
（ターゲッ

担軽減の

の

実施により教育時間を

整

確保し、学校施設の各

備

種改修の実施や学校規

と

模適正化の推進により

学

、教育環境等の向
ト）

校

との関
上を図った。

連

運

及び評価

２施策指標　

営

指標（３）定義　学校

の

施設の個別計画（長寿

充

命型改修計画）の更新

実

前の指標　（４）定義

■

　学校施設の

備　　　

　

考 個別計画（長寿命型

教

改修計画）の令和８年

育

度更新後の指標　（５

環

）定義等　令和６年度

境

まで児童数３４０～７

が

６０人

 　令和７年度

充

（令和７年１０月）か

実

ら変更

している。

施策の
目指す姿

■　【方向１】校務デジタル化や学校を支える人員体制確保、多様な主体との連携など、教職員の負担軽減と健康的

な職場環境を実現し、教員一人ひとりが子どもと向き合い、より良い授業を行うための充分な時間を確保していく。

 ■　【方向２】①増大する学校施設更新費用の平準化を含む学校改築・保全計画に基づき、施設更新と長寿命化を

着実に実施する。②的確かつ迅速な点検と修繕の実施により学校施設の安全性を確保するとともに、省エネやバリア
施策の方向

フリー化などへの対応を進めることで、安全・快適に学べる教育施設の整備を進めていく。 ■　【方向３】学校の

適正規模・適正配置は特定の小規模校だけでなく、エリア全体を一体的に考えていく必要があるため、国や東京都の

少人数学級の動向を見極めた上で、学区域再編を含めた検討を行い、望ましい教育環境づくりを推進していく。

■　【現状１】①学校を取り巻く課題が複雑化・多様化し、教員に求められる役割が拡大する一方、学校教育のさら

なる充実も求められており、教員の過重労働が大きな問題となっている。②過重労働は、教員の心身の健康を低下さ

せるだけでなく、日々の教育活動の質などにも影響を及ぼすため、子どもの学びや成長

足

のためにも改善を進め

立

ていく

必要がある。【

区

課題１】教育の負担軽

　

減 ■　【現状２】①

令

昭和40年前後に児童

和

・生徒が急増し、学校

８

建設が集中し

たことか

年

ら、築50年以上経過

度

した小・中学校が5割

施

以上、さらに築60年

策

以上を経過している学

評

校も全体の2割以上に

価

も
現状と課題

及んでお

調

り、施設の老朽化が進

書

行している。②環境へ

(

の配慮や施設のバリア

令

フリー化、災害時の避

和

難所機能強化など

学校

７

に求められる要望は多

年

様化している。【課題

度

２】学校施設の改築・

事

保全 ■　【現状３】

業

①子どもの学力向上と

実

人間力の育成において

施

は、各学校の児童・生

)

徒数が適正な規模（適

1

正規模校）であること

 

が望ましいにもかかわ
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等 適正規模校（小学校：12～24学級、児童数340～740人／中学校：12～24学級、生徒数370～840人）割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 64 64 66 57 58
(5)

実　績　値 59 59 57 58 R10 58.9

達　成　率 92% 100% 92% 100% 86% 97% 102% 98% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 24,187,349 13,984,894 25,980,482 34,570,993

人件費 711,221 743,079 761,300 802,783

総事業費 24,898,570 14,727,973 26,741,782 35,373,776

前年比(金額) 24,898,570 △10,170,597 12,013,809 8,631,994

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 時間外在校時間等が45時間超の割合【小学校】

定義等 時間外在校時間等が1 か月当たり45 時間超の教員（副校長含む）の割合（各年10 月） ＊低減目標
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 35 25
(1)

実　績　値 - 43.9 - 38.9 R10 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 90% 0% -

指標名 時間外在校時間等が45時間超の割合【中学校】

定義等 時間外在校時間等が1 か月当たり45 時間超の教員（副校長含む）の割合（各年10 月） ＊低減目標
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 40 30
(2)

実　績　値 - 50.3 - 41.1 R10 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 97% 0% -

指標名 改築・全体保全工事が完了した学校の割合

定義等 令和7年度～14年度の改築· 全体保全工事完了予定校26校のうち、改築· 全体保全工事が完了した学校の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 15.4 -
(3)

実　績　値 - - - 7.7 R10 53.8

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 50% 14% -

指標名 改築・全体保全工事が完了した学校の割合

定義等 令和8年度～14年度の改築· 全体保全工事完了予定校14校のうち、改築· 全体保全工事が完了した学校の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - 21.4
(4)

実　績　値 - - - - R10 42.9

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

定義

- 14 -



小

わり、多様な経験を積

学

む機会が増える

ことで

校

ウェルビーイングの向

で

上にも資すると考えて

５

いる。

また、学校統合

ポ

を含む具体的な施策の

イ

実現については、地域

ン

や学校関係者への丁寧

ト

な説明が不可欠のため

、

、短期的な成果ではな

中

く

、中長期的な視点で

学

取り組む必要がある。

校

2)達成状況と原因分

で

析を踏まえた今後の方

は

向性

【指標1･2】　

９

新規採用教員・経験年

ポ

数の浅い教員の増加、

イ

保護者の要望の多様化

ン

・複雑化が大きな課題

ト

となる中で、時間外勤

減

務

が長時間に及ぶ教員

を

の割合を小・中ともに

達

縮減できていることか

成

ら、今後も上記ア～カ

で

の取組みを推進してい

き

く。その際、例えば

令

た

和８年度の時間割作成

。

クラウドシステムの導

要

入、部活動指導の外部

因

委託のモデル実施等、

は

常に新たな軽減策を模

複

索しながら教員

が本来

合

業務に注力できる時間

的

を創出し、児童・生徒

で

の学びの保障・学校教

あ

育の更なる充実を図っ

る

ていく。

【計画の理念

が

】③ウェルビーイング

、

の向上とＳＤＧｓの推

下

進

　教員の働き方改革

記

を推進し、児童生徒に

の

向き合う時間を増やす

よ

ことで、ＳＤＧｓの「

う

質の高い教育をみんな

な

に」の理念に資する

成

取

果を児童生徒に還元で

り

きるよう、学校管理職

組

を通し、或いは職員研

み

修の場で、教職員への

の

意識付けを図っていく

成

。

【指標3】　「学校

果

施設の個別計画（長寿

と

命型改修計画）」に基

思

づき、改築・大規模改

料

修工事を計画的に実施

す

し、学校や関係所管

と

る

連携しながら、学校運

。

営に支障がないよう柔

　

軟に対応をしていく。

ア

【計画の理念】⑦持続

4

　

可能な区政運営の推進

「

学　校の基本的な機能

あ

や社会変化・進展に対

だ

応できるよう、「学校

ち

施設の個別計画（長寿

か

命型改修計画）」に基

ら

づき事業を推進し

てい

の

く。

【指標5】　令和

日

7年度に策定した「区

」

立小・中学校の適正規

 

を

模・適正配置ガイドラ

設

イン」に基づいて適正

け

規模・適正配置事業を

、

進

めていくとともに、

閉

児童・生徒数等の動向

校

を注視しながら、事業

日

を展開していく。

【計

や

画の理念】③ウェルビ

定

ーイングの向上とＳＤ

時

Ｇｓの推進

　将来の子

担

退

どもたちの教育環境を

勤

充実させ、質の高い教

日

育環境整備の一助とな

の

るよう、策定した「区

設

立小・中学校の適正規

定

模・適

正配置ガイドラ

を

イン」に基づき事業を

組

推進していく。

織的

当

に推進してきた

　イ　

部

教育管理職の目標管理

に

において、「ライフワ

お

ークバランス推進」を

け

必掲項目の一つとして

る

、重点的に取り組んで

評

きた

　ウ　タイムカー

価

ドによる出退勤時刻の

（

可視化、自動採点シス

部

テムの導入ほかＣ4ｔ

長

ｈやタブレット等ＩＴ

評

を活用した業務効率化

価

の推進

　エ　副校長補

－

佐や部活動指導員、エ

１

デュケーションアシス

次

タント等、教員の負担

評

軽減の為の会計年度任

価

用職員の積極的な拡充

）

　オ　令和６年度から

そ

のスクールロイヤー相

の

談の導入など、行政に

１

よる学校課題解決支援

1

の強化　

　カ　例えば

)

通知表の所見欄の記載

施

を後期のみにする等、

策

きめ細かな視点からの

の

業務負担軽減の取組み

達

【計画の理念】③ウェ

成

ルビーイングの向上と

状

ＳＤＧｓの推進

　引き

況

続き小中学校と連携し

と

、教員の業務負担を軽

そ

減することで、教員が

の

児童・生徒に向き合う

原

時間を増やし、児童生

因

徒主体の学

びを通じた

の

「確かな学力」の定着

分

・向上と、子ども達の

析

参画・活動を重視した

【

教育活動による児童生

指

徒のウェルビーイング

標

の向上

を図っていく。

1

【指標3】　令和７年

･

度大規模改修工事つい

2

て、一部完了できなか

】

った学校もあるが、対

　

象校４校中、小学校１

目

校・中学校１校予

定通

標

り完了することができ

値

た。

【計画の理念】⑦

に

持続可能な区政運営の

は

推進

　学校施設の老朽

届

化が進行する中、しゅ

か

ん工後長期にわたり良

な

好な状態で学校施設を

か

使い続けるために、施

っ

設の維持に必要な保全

た

と長寿命化の推進を的

も

確に行っていく。

【指

の

標5】　令和6年度と

の

比較し、小学校1校が

、

適正規模の基準を上回

令

り、全小中学校に占め

和

る適正規模校の割合が

７

57.9％（前年度

比

年

1ポイント増）となっ

度

たため、令和7年度の

実

目標値を達成すること

績

ができた。

令和6年度

は

と比較し実績値の大幅

、

な上昇は見られないた

令

め、目標値の見直しを

和

行ったことが目標達成

５

の要因として考えられ

年

る。

【計画の理念】③

度

ウェルビーイングの向

実

上とＳＤＧｓの推進

　

績

学校の適正規模化は教

に

育環境の向上を目的に

比

取り組んでおり、児童

べ

・生徒が様々な人と関
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３５事業 34,570,993 802,783 35,373,776

3)施施策の手段として位置付け

- 16 -



小学 事

5

420 現状維持 Ｂ

中学

,

校災害共済給付事業 学

2

務課4097 11,6

2

11 6,354 17,

4

965 現状維持 Ｂ

中学

9

校環境衛生事業 学務課

,

4098 6,530 3

2

,024 9,554 現

9

状維持 Ｂ

学校安全衛生

1

委員会運営事務 学校支

業

3

援課4113 10,0

4

52 13,148 23

,

,200 現状維持 Ｂ

教

5

職員の被服貸与事務 学

1

校支援課4114 45

5

5 877 1,332 現

現

状維持 Ｂ

健康管理事務

状

学校支援課4115 6

維

3,853 14,46

持

2 78,315 現状維

学

Ａ

持 Ａ

学校適正配置推進

小

事業 学校支援課483

学

9 97 35,060 3

校

5,157 現状維持 Ａ

用

小学校施設の保全事業

務

学校施設管理課501

委

4 4,075,242

託

192,830 4,2

事

68,072 現状維持

業

Ａ

中学校施設の保全事

校

学

業 学校施設管理課50

校

18 3,412,52

支

8 122,710 3,

援

535,238 現状維

課

持 Ａ

教職員人事管理事

4

務（予算に紐付かない

0

） 教育指導課2148

3

9 0 70,120 70

1

,120 現状維持 Ａ

学

7

校検査事務 学校支援課

支

7

21491 0 12,2

1

71 12,271 現状

,

維持 Ａ

学校図書館地域

6

開放事業 青少年課22

3

991 20,248 9

6

,992 30,240

8

拡充 Ａ

校地購入事業 学

,

校施設管理課2416

7

0 844,952 1,

6

753 846,705

援

5

休止・終了 Ａ

合計３５

7

事業 34,570,9

8

93 802,783 3

0

5,373,776

,401 改善

課

・変

別紙

3)施策の

更

手段として位置付けら

Ａ

れる事務事業の評価結

中

果
事務事業 施策への

事

学

務事業名 事業費 人件費

校

総事業費 課長評価 担当

用

課コ ー ド 貢献度

務委

4

託事業 学校支援課40

0

35 410,344 8

1

,765 419,10

校9

9 改善・変更 Ａ

小学校

2

公共料金管理事業 学校

,

支援課4039 1,0

1

61,423 4,38

4

3 1,065,806

2

現状維持 Ａ

小学校運営

2

管理事業 学校支援課4

,

040 990,817

6

17,463 1,00

3

8,280 現状維持 Ａ

周 0

中学校公共料金管理事

4

業 学校支援課4041

,

609,434 2,5

7

42 611,976 現

7

状維持 Ａ

中学校運営管

2

理事業 学校支援課40

現

42 1,015,86

状

2 7,516 1,02

維

3,378 現状維持 Ａ

持

第四中学校夜間学級運

年 Ｂ

営管理事業 学校支援課

中

4043 3,897 8

学

8 3,985 現状維持

校

Ｂ

学校運営協議会推進

周

事業 青少年課4048

年

5,726 5,259

行

10,985 拡充 Ａ

学

事

校施設管理事務 学校施

等

設管理課4053 29

運

,973 28,925

行

営

58,898 現状維持

事

Ｂ

学校教育関係施設改

業

修事業 学校施設管理課

学

4054 1,295 1

校

,753 3,048 現

支

状維持 Ｂ

小学校施設の

援

設備管理事業 学校施設

課

管理課4056 230

4

,610 12,271

0

242,881 現状維

事

2

持 Ａ

小学校施設の維持

0

補修事業 学校施設管理

7

課4057 236,3

3

60 12,709 24

4

9,069 現状維持 Ａ

8

中学校施設の設備管理

7

事業 学校施設管理課4

7

061 124,429

1

12,271 136,

,

700 現状維持 Ａ

中学

等

6

校施設の維持補修事業

1

学校施設管理課406

1

2 118,356 12

現

,709 131,06

状

5 現状維持 Ａ

義務教育

維

施設建設資金積立基金

持

積立金 学校施設管理課

Ｂ

4070 17,847

開

,492 877 17,

か

848,369 現状維

運

れ

持 Ａ

区立小学校の改築

た

事業 学校施設管理課4

学

072 2,470,8

校

15 70,558 2,

づ

541,373 現状維

く

持 Ａ

区立中学校の改築

り

事業 学校施設管理課4

推

073 2,763 8,

進

327 11,090 現

事

状維持 Ａ

就学事務事業

営

業

学務課4074 128

青

,216 82,825

少

211,041 拡充 Ａ

年

小学校災害共済給付事

課

業 学務課4093 25

4

,481 6,354 3

0

1,835 現状維持 Ｂ

2

小学校環境衛生事業 学

4

務課4094 12,3

2

96 3,024 15,
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

題3】若年者の就労支

策

援の拡充

■　体験活動

の

の実施（自然教室、ジ

概

ュニアリーダー研修会

要

宿泊キャンプなど）

■

柱

　大学と連携した体験

立

機会の創出（大学連携

て

講座など）

■　若年者

1

支援協議会の開催

■　

2

居場所を兼ねた学習支

【

援事業

■　大学進学等

ひ

の支援の推進（給付型

と

奨学金、大学生等への

】

支援給付など）
主な取

自

組
■　就労準備支援事

己

業（ジョブサポートあ

肯

だち）

■　伴走型コミ

定

ュニケーション支援

■

感

　あだち若者サポート

を

テラス（ＳＯＤＡ）

担

持

当 課 名 子どもの貧困対

ち

策・若年者支援課（取

、

りまとめ）

電 話 番 号 0

生

3-3880-571

き

7 E-mail k-h

抜

inkon@city

く

.adachi.to

力

kyo.jp

子ども・

を

若者が自身の希望する

備

夢や進路の実現ができ

え

るよう中学・高校・大

た

学・ＮＰＯ・地域団体

人

・東京都・庁内各

部課

施

などとつながりをつく

策

り、連携を図りながら

群

支援を行っている。

協

名

働・協創
の 取 組 み

■【

1

目標】1貧困をなくそ

家

う【ターゲット】1.

庭

2貧困状態にある人の

・

割合を半減させる。【

地

関連する理由】子ども

域

・若

年の支援を推進す

と

ることで、貧困状態の

連

割合の減少につながる

携

ことから目標達成に資

し

する。【評価】各事業

、

を通じて
ＳＤＧｓが

、

子

社会的自立につながっ

ど

たケースも見られてい

も

る。【目標】4質の高

の

い教育をみんなに【タ

学

ーゲット】4.3すべ

び

ての人
目指す目標

が高

を

等教育を受けられるよ

支

うにする。【関連する

え

理由】学びの支援を推

育

進していくことで目標

む

達成に資する。【評価

施

（ターゲッ
】推進に寄

策

与することができた。

名

【目標】17パートナ

1

ーシップで目標を達成

.

しよう【ターゲット】

5

17.17様々なパー

子

ト）との関
トナーシッ

ど

プの経験などをもとに

も

して協創を進める。【

・

関連する理由】様々な

若

関係機関と連携し、支

者

援を行っていく
連及び

が

評価
ため目標達成に資

た

する。【評価】中学、

く

高校、ＮＰＯ団体や地

ま

域団体などとの連携を

し

図りながら支援を行う

く

ことがで

きた。

備　　

生

　考

き抜く力を育むための成長支援

子どもが夢を描きながら成長できる。

施策の
目指す姿

■　自然教室等の集団宿泊体験などに加え、長期休暇中の体験活動無料化や大学・団体との連携事業など、多様な　

体験機会の充実と大人や異なる年齢の子どもたちとの交流機会の拡大を通じて、子どもたちの自己肯定感を高める。

■　①中学校や高校、東京都などの関係機関と連携し、高校の中途退学予坊と中途退学後の支援を実施する。②家庭

　の事情や経済的な状況をはじめとした、学習環境や修学などに困難を抱える子ども・若者を支援し、誰もが夢へ向
施策の方向

　かってチャレンジできる仕組みづくりに取り組んでいく。

■　①課題を抱える若年者に対して学び直しや就労支援を行い、社会的自立を促進する。②悩みや困難を抱える若年

　者に寄り添い支えるセーフティネットの仕組みを整え、一人ひとりの課題解決を支援していく。

■　【現状1】子どもの頃の自然体験は主に自尊感情や外向性、社会体験は小・中・高校生の時期の学習意欲、文化

　　　的体験は様々な意識に良い影響が見られる（青少年の体験活動の推進に関する調査結果）。【課題１】子ども

　　　の体験活動の充実

■　【現状2】①区内都立高校の中途退学者数は減少傾向ではあるが、依然として多い状況。不登校や中途退学と

　　

足

　なった生徒は社会か

立

ら孤立しがちになり、

区

学力の習得機会を失い

　

、進路選択が困難にな

令

る。②生活保護受給世

和

現状と課題
　　　帯の

８

大学等進学率は、区は

年

35.5％（全国42

度

.4％）と低い状況。

施

【課題2】中途退学予

策

防とキャリア支援の拡

評

充

■　【現状3】①令

価

和2年国勢調査による

調

と、区内の若年者（1

書

5～29歳）の完全失

(

業率は5.80％（特

令

別区全体4.55％）

和

　　　と、特別区の中

７

で最も高くなっている

年

。②無業である状態は

度

、若者自身の経済的自

事

立を困難にするととも

業

に、

　　　社会での活

実

躍の場を失い、社会的

施

孤立のリスクを高める

)

ことに加え、社会や地

1

域にとっても大きな損

 

失とな

　　　る。【課
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単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 1,529,923 1,427,760 1,669,039 1,826,511

人件費 235,802 240,245 310,787 337,440

総事業費 1,765,725 1,668,005 1,979,826 2,163,951

前年比(金額) 1,765,725 △97,720 311,821 184,125

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 足立区学力定着に関する総合調査で「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

定義等 「自分には良いところがあると思う」に「とてもあてはまる（はい）」および「まああてはまる」と回答をした割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 72 77 78
(1)

実　績　値 72.8 75 76.4 77.2 R10 79.5

達　成　率 0% 92% 0% 94% 106% 96% 100% 97% -

指標名 生活保護受給世帯の子どもの大学等進学率

定義等 生活保護世帯の高校３年生等のうち、大学等へ進学した生徒の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 35.5 36.3 37 37.8
(2)

実　績　値 41.3 35.5 40.1 33.9 R10 38.7

達　成　率 0% 107% 100% 92% 110% 104% 92% 88% -

指標名 若年者（１５～２９歳）の完全失業率

定義等 国の「国勢調査」結果による若年者（１５～２９歳）の完全失業率の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 5.5 5.5
(3)

実　績　値 - - - - R10 4.97

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率
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て

や機会をつくることが

、

重要であると示されて

体

おり、長期的な目標値

験

の達成に向け、今後も

プ

多様な体験機会の提供

ロ

を行うことが有用であ

グ

ると考える。

子どもた

ラ

ちの興味関心は取り巻

ム

く環境により変化して

数

いくことから、各事業

の

においては、引き続き

拡

ニーズに沿った内容と

充

なるよう

、アンケート

に

などの子どもの意見を

よ

参考に事業内容の改善

り

を図っていく。

【成果

参

指標２】

　子どもの意

加

向を丁寧に聞き取り、

児

進路選択に資する進学

童

に必要な奨学金等（国

の

の給付型奨学金など）

チ

の公的支援、生活保護

ャ

制度

で支給できる進学

レ

準備給付金の活用、足

ン

立区独自の大学生等の

ジ

修学・就職支援事業な

す

ど関する情報の提供や

る

利用の助言を実施する

意

。また、子どもの学習

欲

環境や学習方法を把握

が

するとともに、保護者

向

の子どもへの関わり方

上

を確認し、学習・生活

す

環境に関する保護

者か

る

らの相談に応じ、必要

な

に応じて各種支援策の

ど

情報提供や利用勧奨、

、

利用方法等に関する助

各

言を実施する。

進路未

事

定になる子どもには、

業

保護者を含め、今後ど

を

のような方針とするの

通

かについてよく話し合

じ

い、対応する。

【成果

て

指標３】

　若年者の完

「

全失業率の目標値達成

足

に向けては、中途退学

立

予防や不登校対策の一

区

層の強化に努める必要

基

がある。そのため、「

礎

高校

生世代の居場所型

学

学習支援事業」では、

力

新たに拠点（谷在家校

定

）を新設し、受け入れ

着

人数の拡大を図る。あ

に

わせて、新たなエリア

関

での拡充も検討し、支

す

援の充実を図る。また

る

、若者の総合相談窓口

総

「あだち若者サポート

4

合

テラスSODA」につ

調

いては、悩みが深刻化

査

する前に早期の相談に

」

つながるよう、若者や

に

関係機関等への周知を

お

行いながら利用促進を

け

図り、不登校未然防止

る

対策に努めていく

。

【

肯

計画の理念】②やりた

定

いことが叶う　⑤子ど

 

的

も・若者と進めるまち

な

づくり　

　アダチ若者

回

会議において若者の声

答

を区政に反映していく

の

とともに、令和８年４

増

月より子ども版区民の

加

声「きかせて！みんな

に

のこ

え」を開始する。

つ

これらの機会を通じて

な

、社会の一員としての

担

が

当事者意識と参加意欲

っ

を育み、気づきや行動

た

変容のきっかけにつな

と

げていく。また、夢や

考

やりたいことを見つけ

え

るきっかけや区政参画

る

の機会の創出として「

。

モギ社会人1年目」を

【

実施し、参加する

若者

成

に加え、同世代の若者

当

果

全体の行動変容を促す

指

きっかけづくりを進め

標

ていく。

２】

　令和７年

部

度の生活保護受給世帯

に

の大学等進学率は、3

お

3.9％に減少した。

け

これは、卒業後の就職

る

が4.1％増、定時制

評

高校の進級（

定時制３

価

年生から４年生への進

（

級等）や留年者の増加

部

により、2.9％増加

長

したことが影響してい

評

ると考えられる。しか

価

し、これら

の子どもた

－

ちは今後大学等に進学

１

する可能性を秘めてい

次

ることから、今後の本

評

指標における増加要素

価

となりうる。

 一方、

）

進路未定（中退や進路

そ

未決定）も4.2％増

の

加しており、不登校に

１

よる中退等、事情がそ

1

れぞれ異なるため、個

)

別に寄り添っ

て対応す

施

る必要がある。

 また

策

、生活保護受給中の子

の

育て世帯の親は、自ら

達

の経験から教育への関

成

心が高くないことや、

状

周囲の地域との関わり

況

合いが少な

い傾向があ

と

り、必要な情報や支援

そ

が届きにくいこと等の

の

課題があることから、

原

子どもへの支援だけで

因

はなく、保護者に対し

の

ても子

どもが教育の機

分

会を得ることの重要性

析

等について理解を促し

【

ていくことも必要であ

成

る。

【成果指標３】

　

果

若年者（15～29歳

指

）の完全失業率は、５

標

年毎に実施される国勢

１

調査の就業状態等基本

】

集計結果を根拠として

　

いるため、令和８年

度

目

の実績値は集計されて

標

いない。令和１０年度

値

の目標値（4.97％

（

）の達成を目指し、「

令

伴走型コミュニケーシ

和

ョン支援（個別就労

支

７

援プログラム）」を通

年

じて２１名の若者を支

度

援するなど、若者の就

）

労を支援を実施した。

を

【計画の理念】②やり

達

たいことが叶う　⑤子

成

ども・若者と進めるま

す

ちづくり　

　子ども・

る

若者の意見表明の機会

こ

の確保や、区政参画の

と

促進が求められている

が

。令和７年度は、区ホ

で

ームページから直接意

き

見を投

稿できる「きか

た

せて！みんなのこえ」

。

や、「アダチ若者会議

特

」「モギ社会人１年目

に

」を実施し、子ども・

体

若者が区政に参画でき

験

る

機会の創出を図って

活

いる。

2)達成状況と

動

原因分析を踏まえた今

の

後の方向性

【成果指標

分

１】

　国の「青少年の

野

体験活動の推進に関す

に

る調査研究」において

お

、自己肯定感の醸成に

い

は様々な形で体験の場
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２４事業 1,826,511 337,440 2,163,951

3)施施策の手段として位置付け

- 22 -



鹿浜 運

課

大学等受験料・模擬試

3

験料助成事業 足福・生

5

活支援推進
課

2416

8

2 6,032 2,63

6

0 8,662 現状維持

1

Ａ

合計２４事業 1,8

2

26,511 337,

,

440 2,163,9

0

51

0

営

9 21,47

別紙

3)

2

施策の手段として位置

3

付けられる事務事業の

3

評価結果
事務事業 施策

,

への
事務事業名 事業費

事

4

人件費 総事業費 課長評

8

価 担当課コ ー ド 貢

1

献度

現状維持 Ｂ

家庭

業

教育推進事務 青少年課

住

3779 17,408

区

8,765 26,17

推

3 改善・変更 Ａ

小学校

進

自然教室事業 学務課4

課

084 155,240

3

8,765 164,0

い5

05 現状維持 Ｂ

中学校

8

自然教室事業 学務課4

4

086 110,999

1

8,765 119,7

,

64 現状維持 Ｂ

校外施

5

設管理運営事業 学務課

9

4087 130,12

3

0 8,765 138,

5

885 縮小 Ｂ

二十歳の

9

集い記念事業 青少年課

き ,

4180 26,129

5

13,148 39,2

9

77 現状維持 Ａ

青少年

3

委員の活動支援事業 青

6

少年課4183 10,

1

874 13,148 2

,

4,022 現状維持 Ａ

1

こども未来創造館管理

8

運営事務 生・地域文化

6

課18759 617,

い 現

220 8,765 62

状

5,985 現状維持 Ａ

維

青少年対策事業 青少年

持

課20850 28,0

Ａ

73 13,148 41

児

,221 現状維持 Ａ

青

童

少年教育管理事務 青少

施

年課20871 1,6

設

60 4,383 6,0

維

43 現状維持 Ｂ

青少年

き

持

対象の事業および指導

補

者の支援事業 青少年課

修

20902 13,96

事

9 26,295 40,

務

264 現状維持 Ａ

青少

住

年団体の支援事業 青少

区

年課20915 13,

推

397 17,530 3

進

0,927 改善・変更

課

Ａ

体験学習推進事業 青

館

3

少年課21737 24

5

,626 17,530

8

42,156 改善・変

5

更 Ａ

こども未来創造館

3

改修事業 生・地域文化

8

課21809 0 4,3

5

83 4,383

子ども

7

の貧困対策・若年者支

,

援事業 未・貧困対策課

0

22829 48,61

児

1

7 17,530 66,

2

147 現状維持 Ａ

あだ

7

ち子どもの未来応援事

,

業 未・貧困対策課22

3

839 114,603

9

17,530 132,

7

133 現状維持 Ａ

あだ

現

ち子どもの未来応援基

状

金積立金 未・貧困対策

維

課22841 312,

童

持

866 8,765 32

Ａ

1,631 現状維持 Ａ

鹿

居場所を兼ねた学習支

浜

援事業 足福・生活支援

い

推進
課

23706 16

き

2,260 22,34

い

9 184,609 現状

き

維持 Ａ

子育て活動支援

館

事業 子ども政策課23

児

857 2,231 19

館

童

,719 21,950

館

改善・変更 Ａ

校外施設

管

の整備事業 学務課23

理

911 8,137 2,

事

191 10,328 縮

務

小 Ｂ

大学生等の修学・

住

就職支援事業 足福・生

区

活支援推進
課

2407

推

7 8,063 5,25

進

9 13,322 拡充 Ａ
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

を確認している。【課

策

題3】胎児期からの生

の

活習慣病予防

■　あだ

概

ちスマイルママ＆エン

要

ジェルプロジェクト（

柱

スマイルママ面接、ケ

立

アプラン作成など）

■

て

　産後のサポート（産

1

前産後家事支援事業、

2

産後ケア）

■　こんに

【

ちは赤ちゃん訪問

■　

ひ

乳幼児健康診査（3～

と

4か月児健診、１歳6

】

か月児健診、３歳児健

自

診など）

■　ポピュレ

己

ーションアプローチに

肯

よる子育て家庭訪問事

定

業
主な取組

■　ファミ

感

リー学級

■　乳幼児歯

を

科健診・保健指導

担 当

持

課 名 保健予防課（取り

ち

まとめ）

電 話 番 号 03

、

-3880-5892

生

E-mail h-yo

き

bou@city.a

抜

dachi.toky

く

o.jp

■　子育て支

力

援の相談部門を担うこ

を

ども家庭相談課と、母

備

子保健部門を担う保健

え

予防課・各保健センタ

た

ーが「こども

家庭セン

人

ター」として機能統合

施

し、今まで以上に妊娠

策

期から子育て期におけ

群

る一体的かつ切れ目な

名

い支援を行う。

■　医

2

療機関等の関係機関と

妊

の連携強化のため、医

娠

師や虐待専門の医療職

か

などの助言のもと、妊

ら

産婦支援に係る関係

協

出

働・協創 職員が、困難

産

事例や課題整理につい

・

ての検討会や研修会を

子

実施する。（ＡＳＭＡ

育

Ｐ関係機関ネットワー

て

ク連絡会議）

の 取 組 み

ま

■　福祉事務所への生

で

活保護申請同行や、医

切

療機関への妊婦健診受

れ

診同行、こころの病を

目

持つ妊婦についての区

な

内外

産科との連携をは

く

じめ、さまざまな関係

支

機関と連携した早期の

え

対応で、育児困難状態

る

を未然に防ぐ。

■　各

施

家庭のニーズに合わせ

策

て、地域で子育てを応

名

援する支援者やＮＰＯ

2

など、多様な連携より

.

、子育て家庭の支援

を

1

行う。

■　妊娠届出時

妊

の質問票やスマイルマ

娠

マ面接から妊娠中の心

、

身状況を把握し、食生

出

活の指導を含めたきめ

産

細やかな支

援を行うこ

、

とにより、妊婦に適正

子

な栄養摂取を促し、胎

育

児の低体重化を予防す

て

る。【SDGsﾀｰｹ

へ

ﾞｯﾄ】2.2
ＳＤＧ

の

ｓが
■　特に支援を要

切

する妊産婦に対し、複

れ

数回訪問や電話フォロ

目

ー、同行受診等を実施

の

することで、貧困層等

な

の保護及
目指す目標

び

い

妊産婦の死亡率の削減

支

に寄与している。【S

援

DGsﾀｰｹﾞｯﾄ】

の

1.3、3.1
（ター

充

ゲッ
■　こんにちは赤

実

ちゃん訪問や子育て家

■

庭訪問に加え、産後ケ

　

ア、乳幼児健康診査を

安

実施することにより、

心

子育て家
ト）との関

庭

し

の孤立を防止、保護者

て

の精神的・経済的負担

子

の軽減を図っている。

ど

乳幼児の健康診断や疾

も

病の早期発見に努め、

を

新
連及び評価

生児・５

産

歳未満児の予防可能な

み

死亡の根絶に寄与して

、

いる。【SDGsﾀｰ

育

ｹﾞｯﾄ】3.2

備　

て

　　考

られる。

施策の
目指す姿

■　スマイルママ面接を活用したハイリスク群予測や妊婦一人ひとりに応じたケアプランの作成・支援に加え、早期

からの関係機関との連携・協力により、育児困難・虐待などを未然に防止する。

■　産後のサポートを充実させることで、母親のこころとからだの休息や赤ちゃんの適切な発育・発達を支援する。

■　こんにちは赤ちゃん訪問や乳幼児健康診査の機会を通じて、妊産婦や子どもの状況を把握し、適切に支援する。
施策の方向

■　子育て家庭に対するポピュレーションアプローチを展開し、支援が届きにくい家庭にも必要な支援を届ける。

■　ファミリー学級や乳幼児健康診査の機会などを通じて、妊婦の「やせ」予防に取り組むとともに、妊娠期から子

育て期を通して生活リズムや野菜摂取の重要性などを啓発することで、より早い時期からの生活習慣病予防と子ども

の健やかな発育・発達を支援していく

■【現状1】①妊娠届出時に全ての妊婦を対象とした面接を実施している。②妊娠中の身体管理に加え、産後の育児

困難・虐待などが懸念される妊婦に対し、一人ひとりの日常生活の状況に応じて、訪問や面接・電話などの寄り添い

支援を実施している。【課題1】妊娠期からの寄り添い支援の充実

■【現状2

足

】様々な課題を抱えつ

立

つ、地域から孤立し、

区

自ら相談の場にアクセ

　

スすることが困難な家

令

庭など、支援が

届きに

和

くい子育て家庭へのア

８

プローチの必要性や重

年

要性が一層高まってい

度

る。【課題2】支援が

施

届きにくい子育て家
現

策

状と課題
庭へのアプロ

評

ーチ

■【現状3】①低

価

出生体重児は胎内での

調

低栄養状態により、糖

書

尿病をはじめとした生

(

活習慣病を発症するリ

令

スクが高

まると指摘さ

和

れている。②区では、

７

低出生体重児の要因の

年

一つである妊婦の「や

度

せ」を予防するため、

事

高校生から「

やせ」の

業

リスクを周知している

実

。また、妊婦に対して

施

は、適切な体重増加の

)

重要性を説明し、妊娠

1

前の体格に合わせ

た一

 

人ひとりの体重の目安
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和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 13,234,374 14,410,257 15,683,407 21,018,655

人件費 679,525 731,447 746,745 1,012,942

総事業費 13,913,899 15,141,704 16,430,152 22,031,597

前年比(金額) 13,913,899 1,227,805 1,288,448 5,601,445

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 低出生体重児の割合　＊低減目標

定義等 出生時の体重が2,500g未満の児の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 9.4 9.4
(1)

実　績　値 9.3 9.6 9.8 10.5 R10 9.4

達　成　率 0% 101% 0% 98% 0% 96% 90% 90% -

指標名 3～4か月児健康診査時のアンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と答えた親の割合

定義等 3～4か月児健診アンケート「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 97 97 97 96.5 97
(2)

実　績　値 96 96 94.9 95.5 R10 96.5

達　成　率 99% 99% 99% 99% 98% 98% 99% 99% -

指標名 ポピュレーションアプローチによる子育て家庭訪問事業で、対象世帯の子育てに関する相談に応じた世帯の割合

定義等 相談に応じた件数÷訪問件数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 60 62
(3)

実　績　値 - - - 29.2 R10 66

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 49% 44% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令
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保

や区の母子保健事業

に

健

ついて、より詳細に案

師

内できるよう研修内容

面

の充実を図っていく。

接

支援体制については、

に

希望者への訪問だけで

よ

なく、特に支援

を要す

り

る妊婦に対しては、状

支

況に応じて複数回の訪

援

問を柔軟に実施してい

が

く。また、訪問申し込

必

みの利便性を高めるた

要

め、母子健

康手帳に綴

な

じ込まれたはがき（出

妊

生通知票）に加え、オ

婦

ンライン申請システム

を

による申し込み方法の

把

周知を進める。

　指標

握

（３）

　本事業は、令

し

和７年１０月から、子

、

育て家庭の孤独・孤立

必

を防止するために、生

要

後５か月から１歳４か

な

月までの子育て家庭を

支

訪

問し、子育て相談や

援

傾聴、月齢に応じた絵

を

本配付を行っている。

継

 

　利用件数を増やし

続

ていくために、未利用

す

者に対しての勧奨訪問

る

の実施や、３～４か月

こ

児健診会場において今

と

後対象となる世帯へ

の

が

出張ＰＲを行っている

で

。今後も衛生部や子ど

き

も家庭相談課などの関

た

係機関と連携し、対象

。

世帯と接点となる機会

　

を活用しながら

、事業

低

ＰＲを強化するととも

出

に、訪問を通じて子育

生

て世帯の不安や悩みに

体

寄り添っていく。

【計

重

画の理念】③ウェルビ

児

ーイングの向上とSD

が

Gs の推進

 「こど

増

も家庭センター」とし

加

ての機能統合により、

し

母子保健（保健センタ

て

ー）と児童福祉（こど

い

も家庭相談課）の壁を

る

越えた情

報共有が迅速

要

化された。これにより

因

、多角的な視点から課

と

題整理していくことで

し

、支援の精度を向上さ

て

せていく。

は、妊

4

婦の低体重（やせ型）

 

等が胎児の成長に影響

担

していることに加え、

当

高齢出産の増

加に伴う

部

妊娠高血圧症候群等の

に

リスクや、不妊治療の

お

普及に伴う多胎児の増

け

加が考えられる。さら

る

に、周産期医療の発達

評

により、

以前は生存が

価

困難であった低体重の

（

児が救命・生存できる

部

ようになったことも、

長

割合を押し上げる要因

評

となっている。また、

価

就労

等による過度なス

－

トレスや休息不足とい

１

った社会的要因も背景

次

にあると考えられ、今

評

後も多角的な視点から

価

の継続した支援が求め

）

られる。

　指標（２）

そ

　３～４か月児健康診

の

査時のアンケートで「

１

赤ちゃん訪問を受けて

1

安心した」と回答した

)

親の割合について、目

施

標をわずかに下回

った

策

が、昨年度より0.6

の

ポイント上回ったこと

達

から、産後の母親に対

成

し、必要な支援及び案

状

内をすることができた

況

。

　指標（３）

　相談

と

に応じた割合が目標に

そ

達していない要因とし

の

て、初回訪問時など、

原

利用者との関係性の構

因

築が十分でない段階で

の

は、すぐに

相談につが

分

らず、傾聴にとどまる

析

ケースが多くみられた

　

。

【計画の理念】③ウ

指

ェルビーイングの向上

標

とSDGs の推進

 

（

低出生体重児の予防に

１

向けた「やせ」対策や

）

、こんにちは赤ちゃん

　

訪問事業による全戸訪

低

問、各種健診事業など

出

、様々な面から

アプロ

生

ーチすることで、新生

体

児・乳幼児の健康維持

重

および保護者の精神的

児

負担軽減に大きく寄与

の

した。

2)達成状況と

割

原因分析を踏まえた今

合

後の方向性

　指標（１

に

）

　妊娠届出時の質問

つ

票および全数面接、さ

い

らには妊娠8か月時の

て

アンケートを通じて継

、

続的に状況を把握する

低

ことで、適切な健康

管

減

理と安全な出産を支援

目

する。特に支援を要す

標

る妊婦は近年約８～９

を

％で推移しており、積

達

極的なアウトリーチ（

成

働きかけ）を行

うなど

で

、低減目標達成に向け

き

て継続的な支援体制を

な

構築していく。

　指標

か

（２）

　「こんにちは

っ

赤ちゃん訪問事業」の

た

訪問員を対象に、年２

が

回の内部研修を実施し

、

ている。研修では、母

妊

親の不安を和らげるた

娠

め

の傾聴技術や、妊産

届

婦支援に必要な知識の

出

習得に重点を置く。さ

時

らに、あだち出産子育

の

て給付金の申請手続き
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ら

2,031,597

れる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

子ども政策一般管理事務 子ども政策課3771 5,240 51,709 56,949 現状維持 Ｂ

子育て支援推進事業 子ども政策課3772 7,351 45,885 53,236 改善・変更 Ａ

児童手当の支給事業 親子支援課3780 13,026,040 105,598 13,131,638 現状維持 Ａ

子ども医療費助成事業 親子支援課3781 3,635,614 88,949 3,724,563 現状維持 Ａ

あだち子育て応援隊事業 子ども政策課3805 283,480 44,809 328,289 改善・変更 Ａ

子育て短期支援事業 家・こども家庭相談
課

3812 42,017 24,386 66,403 現状維持 Ａ

妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 保健予防課3835 40,212 4,383 44,595 現状維持 Ａ

母子健康手帳・ファミリー学級事業 保健予防課3836 13,911 55,674 69,585 拡充 Ａ

妊産婦・乳幼児相談事業 保健予防課3837 1,199,520 230,825 1,430,345 拡充 Ａ

妊婦健康診査事業 保健予防課3838 411,082 21,997 433,079 拡充 Ａ

乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 保健予防課3839 109,822 250,575 360,397 拡充 Ａ

子育てサロン管理運営事務 住区推進課16106 118,557 57,827 176,384 現状維持 Ａ

子育てサロン開設事務 住区推進課21770 12,131 8,765 20,896 現状維持 Ａ

出産費助成事業 親子支援課23689 300,461 12,70

3

7 313,168 改善

)

・変更 Ａ

物価高対応子

施

育て応援手当の支給事

施

務【経常】 親子支援課

策

24409 1,802

の

,142 8,765 1

手

,810,907 現状

段

維持 Ａ

物価高対応子育

と

て応援手当の支給事務

し

【投資】 親子支援課2

て

4415 11,075

位

88 11,163 休止

置

・終了 Ａ

合計１６事業

付

21,018,655

け

1,012,942 2
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施

る。②様々な主体

が多

策

様な保育の担い手とな

の

り教育・保育の「量」

概

を確保していくことに

要

加え、「質」の確保・

柱

向上にもしっかり取り

立

組んでいく必要がある

て

。【課題3】教育・保

1

育の質の向上

■　保育

2

需要の分析

■　私立保

【

育施設への支援

■　保

ひ

育施設の更新

■　公設

と

学童保育室の整備

■　

】

民設学童保育室の誘致

自

主な取組
■　放課後子

己

ども教室の充実

■　保

肯

育士確保・定着支援

■

定

　就学前教育・保育施

感

設の指導検査・巡回訪

を

問

■　学童保育施設の

持

実地調査・巡回支援

担

ち

当 課 名 子ども政策課（

、

取りまとめ）

電 話 番 号

生

03-3880-57

き

95 E-mail ko

抜

sodate@cit

く

y.adachi.t

力

okyo.jp

■　私

を

立保育園課、幼稚園・

備

地域保育課、福祉管理

え

課等が連携し、就学前

た

教育・保育施設の指導

人

検査や巡回訪問を実

施

施

している。

■　庁内所

策

属（学童保育課、青少

群

年課、住区推進課）や

名

、小学校、民間事業者

2

等が連携し、すべての

妊

子どもが安全・

協働・

娠

協創 安心に過ごすこと

か

ができる放課後の居場

ら

所確保に取り組んでい

出

る。

の 取 組 み

【目標】

産

1 貧困をなくそう、

・

4 質の高い教育をみ

子

んなに、5 ジェンダ

育

ー平等を実現しよう、

て

8 働きがいも経済成

ま

長も

、17 パートナ

で

ーシップで目標を達成

切

しよう
ＳＤＧｓが

【関

れ

連性】多様な主体と連

目

携し、十分かつ良質な

な

保育の受け皿と放課後

く

の安全・安心な居場所

支

を確保することで、貧

え

目指す目標
困状態にあ

る

る人の割合の半減（1

施

.2）、乳幼児の発達

策

・ケアと就学前教育へ

名

のアクセス（4.2）

2

、女性の参画（5.5

.

）
（ターゲッ

、保護者

2

の雇用（8.5）及び

多

効果的なパートナーシ

様

ップの推進（17.1

な

3）につながる。
ト）

ラ

との関
【評価】各成果

イ

指標の改善を通じて目

フ

標の進展を図っている

ス

。成果指標1により就

タ

学前保育は概ね十分な

イ

受け皿が確
連及び評価

ル

保できている（1.2

に

、4.2、5.5、8

応

.5関連）。

　

備　　

じ

　考

た教育・保育サービス等の充実

■　子育てに必要な支援が受けられる。

施策の
目指す姿

■　人口推計や保育ニーズの詳細な分析により、保育需要の正確な把握に努めます。国・東京都と連動して私立保育

施設の経営支援を行うとともに、計画的な保育施設の更新を進めることで、安定的な保育サービスを提供し、継続的

な待機児童ゼロの状態を構築していきます。■　就学人口や保育ニーズに対する詳細な分析を進め、小学校内の学童

保育室設置や民設学童保育室の誘致を進め、学童保育室の待機児童解消に取り組みます。学童保育室と放課後子ども
施策の方向

教室の一体的実施や連携強化等により、安全・安心に過ごせる放課後の居場所の確保を進めます。

■　就学前教育・保育施設や学童保育室において、良質な教育・保育を提供していくため、人材確保・定着や職員育

成を支援します。就学前教育・保育施設への指導検査のほか、各施設に対して区の専門職が実地調査や巡回訪問を行

うことで、継続的な教育・保育の質の向上を図り、良質で適切な教育・保育を子どもたちに提供します。

【現状1】①足立区待機児童解消ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝに基づき、保育定員数の拡大を行い、令和2年度以降は保育施設の待機児

童数が概ね解消した状態を維持していたが、就学前児童の増加や、国や都の子育て支

足

援施策が充実したこと

立

等を受け

、令和8年度

区

に7年ぶりに100人

　

を超える待機児童が発

令

生した。【課題1】保

和

育施設待機児童ゼロに

８

向けた施策の推進

【現

年

状2】①学童保育室の

度

入室申請者数の増加に

施

伴って、学童保育室の

策

待機児童数も増加して

評

いる。②児童が安全か

価

つ安心して過ごせる放

調

課後の居場所を確保し

書

、児童の健全な成長の

(

支援を進めていく必要

令

がある。【課題2】放

和

課後
現状と課題

の居場

７

所の確保

【現状3】①

年

就学前教育・保育施設

度

や学童保育室における

事

教育・保育の質の向上

業

は、保護者が安心して

実

子どもを預け

るために

施

は欠かすことができな

)

い要素であると同時に

1

、子どもが健やかに発

 

達するために重要であ
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10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 33,108,910 35,063,874 38,652,941 41,830,505

人件費 4,743,147 4,802,564 4,798,657 8,286,096

総事業費 37,852,057 39,866,438 43,451,598 50,116,601

前年比(金額) 37,852,057 2,014,381 3,585,160 6,665,003

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 保育需要に対する待機児童率

定義等 算出式A/B　A：保育所等の待機児童数　B：保育需要数（ともに翌年度4月1日現在）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 0
(1)

実　績　値 0 0.04 0.05 0.73 R10 0

達　成　率 100% 100% 99% 99% 98% 98% 75% 75% -

指標名 学童保育室の待機児童率

定義等 算出式A/B　A：待機児童数　B：学童保育室申請数（各年度5月1日時点）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 4 4 4 4 2
(2)

実　績　値 4.4 4.7 6.4 2.8 R10 0

達　成　率 91% 31% 85% 27% 63% 0% 143% 56% -

指標名 学童保育室の保護者満足度

定義等 保護者アンケート２回目での保護者満足度の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 70 70
(3)

実　績　値 62.6 64.3 71 65.6 R10 70

達　成　率 0% 89% 0% 92% 0% 101% 94% 94% -

指標名 指導検査実施施設のうち文書指摘を受けた施設数の割合

定義等 算出式A/B　A：文書指摘を受けた施設数の数　B：当該年度に指導検査を実施した保育施設等の数
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 28 28 10 23.25 20.5
(4)

実　績　値 38.93 21.7 26.76 37.98 R10 15

達　成　率 72% 39% 129% 69% 37% 56% 61% 39% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R
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育

開催状況に学校間格差

需

が生じており、それぞ

要

れ課

題となっている。

数

2)達成状況と原因分

を

析を踏まえた今後の方

分

向性

【成果指標１】

　

析

全国的には少子化が進

し

行している一方で、東

て

京都においては保育を

き

希望する児童数の増加

た

が見られるなど、地域

結

間で動向に差が

生じて

果

いる。このため、今後

、

の人口推計や保育需要

令

の見通しは不確実性が

和

高く、予測が困難な状

２

況である。

　また、区

年

立保育園については老

度

朽化が進んでおり、将

以

来の保育需要も見据え

降

た計画的な施設更新が

、

求められる。他方、私

保

立幼稚

園では入園希望

育

者数が年々減少傾向に

所

あり、定員に空きが生

等

じるなど、就学前施設

の

全体を通じた供給体制

待

の最適化が必要である

機

。

　こうした状況を踏

児

まえ、短期・中長期の

童

両面から待機児童対策

数

や施設のあり方を検討

は

していく。

【成果指標

ゼ

２】

　学童保育室の整

ロ

備にあたっては、小学

に

校の余裕教室を活用し

近

た校内学童保育室を最

い

優先に整備していくほ

状

か、放課後の子どもの

態

安全・安心な居場所を

を

総合的に確保すること

維

で、すべての家庭が自

持

由に居場所を選択でき

で

るよう環境を整備して

き

いく。

【成果指標３】

て

　実地調査により明確

い

になった課題の改善と

た

ともに、保護者アンケ

。

ートで得た要望を事業

し

運営に反映させ、アン

か

ケートの保護者満

足度

し

を高める。また、保護

、

者アンケートの活用に

令

ついて保護者に積極的

和

な周知を行い、回答率

８

の向上に努める。

【成

年

果指標４】

　私立園長

度

会等にて指導検査結果

の

を共有し、改善方法の

入

周知徹底を行う。また

4

園

、指導検査とは別途実

申

施している巡回訪問時

請

の機会

をとらえて改善

件

状況を確認し、指導・

数

支援の強化を図ってい

が

く。

【計画の理念】①

１

協創の再構築・④人権

歳

・多様性の尊重と地域

児

共生社会の実現・⑥地

ク

域特性・地域資源を踏

 

ラ

まえた施策の展開・⑦

ス

持続可能な区政運営の

を

推進

　持続可能な区政

中

運営を進める観点から

心

、保育需要分析の継続

に

を基盤としつつ、区立

急

保育施設の閉園を含む

増

更新を慎重に検討して

し

いく。また、既存施設

た

を最大限活用する方針

担

。

のもと幼稚園の認定こ

都

ども園化を推進してい

内

くが、幼稚園の協力が

自

不可欠であるため

、現

治

場の実情に寄り添いな

体

がら円滑な移行を支援

で

していく。

　放課後の

同

子どもの安全・安心な

様

居場所を、多様なライ

の

フスタイルに応じて、

当

傾

すべての家庭が自由に

向

選択できるよう環境整

が

備し、

利用を促進する

見

ため、令和８年度から

ら

の学童保育室と放課後

れ

子ども教室の一体的運

て

用をモデル的実施する

い

。

　

るこ

部

とから、東京都が令和

に

７年９月から開始した

お

第一子保育料無償化の

け

影響と推測しており

、

る

今後の保育需要の分析

評

等をより詳細に行って

価

いく必要がある。

　

【

（

成果指標２】

　令和7

部

年度新規開設の校内学

長

童保育室2室（栗島小

評

、古千谷小）及び民設

価

学童保育室4室を整備

－

し受入を248人分拡

１

大した結果、待

機児童

次

率が2.8％となり、

評

前年度から3.6ポイ

価

ント減少した。

【成果

）

指標３】

　職員による

そ

実地調査及び改善に向

の

けた取り組み支援を行

１

ったが、保護者満足度

1

は65.6％と、5.

)

4ポイント減少した。

施

令和7年度に

新規開設

策

した学童保育室が多く

の

、運営初年度であった

達

ことから保護者満足度

成

の向上にすぐに繋がら

状

なかったことが要因と

況

して考え

られる。

【成

と

果指標４】指導検査実

そ

施施設のうち文書指摘

の

を受けた施設数の割合

原

　令和７年度の割合は

因

37.98％と、令和

の

６年度から11.22

分

ポイント増加した。主

析

な要因として、園長会

【

や個別確認等を通じた

成

周知徹

底により件数が

果

減少した項目もあった

指

が、施設で発生した事

標

故の、所管課への報告

１

漏れの件数が増えたこ

】

となどがある。

【計画

　

の理念】①協創の再構

「

築・④人権・多様性の

足

尊重と地域共生社会の

立

実現・⑥地域特性・地

区

域資源を踏まえた施策

待

の展開・⑦

持続可能な

機

区政運営の推進

　待機

児

児童解消アクション・

童

プランは令和６年度で

解

休止しているが、保育

消

需要の分析は継続して

ア

行っており、保育需要

ク

予測をもと

に区立園の

シ

建て替え時期の検討を

ョ

行っている。また、幼

ン

稚園の認定こども園化

・

を推進しており、保育

プ

需要の逼迫状況に地域

ラ

差があ

ることが課題と

ン

なっている。

　子ども

」

の放課後の居場所につ

に

いて、学童保育室の需

基

要は年々増加している

づ

ため、受入を大きく拡

き

大しているが、学童保

、

育室の整

備が需要の増

地

加に追い付いていない

域

状況がある。また、放

ご

課後子ども教室で実施

と

した利用者アンケート

の

では参加者満足度が9

詳

6.1％

と大変高い数

細

字であるものの、基本

な

方針としている全学年

保

・全曜日同時開催は、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３５事業 41,830,505 8,286,096 50,116,601

3)施施策の手段として位置付け
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学童 童

園

270 603,447

地

752,717 改善・

域

変更 Ｂ

公立保育園の管

保

理運営事務 子ども政策

育

課19172 49,4

課

79 15,777 65

3

,256 現状維持 Ｂ

幼

7

稚園・地域保育一般管

7

理事務 幼稚園地域保育

3

課20432 10,7

保

5

83 58,712 69

1

,495 現状維持 Ｂ

幼

7

稚園施設型給付事業 幼

,

稚園地域保育課209

6

35 1,414,13

7

1 17,530 1,4

7

31,661 現状維持

1

Ａ

幼稚園地域子ども・

7

子育て支援事業 幼稚園

,

地域保育課20942

育

5

498,881 19,

3

895 518,776

0

現状維持 Ｂ

区立認定こ

5

ども園施設維持管理事

3

業 保育入園課2099

5

7 20,128 9,7

,

51 29,879 現状

2

維持 Ａ

子ども・子育て

0

施設整備基金積立金 子

7

ども政策課21221

課

現

4,609 877 5,

状

486 現状維持 Ａ

保育

維

士確保・定着対策事業

持

私立保育園課2130

Ａ

4 667,545 34

私

,179 701,72

立

4 改善・変更 Ａ

私立保

幼

育園一般管理事務 私立

稚

保育園課21310 1

園

,126 17,530

3

助

18,656 現状維持

成

Ｂ

子ども施設指導検査

費

事務 子ども施設指導課

用

21339 3,679

負

176,599 180

担

,278 現状維持 Ａ

企

事

業主導型保育事業 幼稚

務

園地域保育課2204

幼

2 41,575 6,9

稚

24 48,499 現状

5

園

維持 Ａ

私立保育園施設

地

整備助成事業 私立保育

域

園課22718 506

保

,623 8,765 5

育

15,388 現状維持

課

Ａ

保育施設整備事業 幼

3

稚園地域保育課233

7

35 23,059 43

7

8 23,497 現状維

7

持 Ｂ

学童保育室維持補

8

5

修事務 学童保育課23

4

839 9,394 17

3

,530 26,924

,

現状維持 Ａ

公立保育園

0

の管理運営事務 私立保

1

育園課23860 22

2

,459 877 23,

2

336 現状維持 Ｂ

合計

2

３５事業 41,830

,

,505 8,286,

7

2

096 50,116,

6

601

0 565,27

別紙

3

2

)施策の手段として位

1

現

置付けられる事務事業

状

の評価結果
事務事業 施

維

策への
事務事業名 事業

持

費 人件費 総事業費 課長

Ｂ

評価 担当課コ ー ド

私

貢献度

立幼稚園

,

等園児保護者負担軽減

保 9

事業 幼稚園地域保育課

8

3782 2,062,

3

258 22,260 2

,

,084,518 現状

9

維持 Ａ

公立保育園の管

9

理運営事務 保育入園課

3

3790 1,220,

3

173 6,392,7

1

27 7,612,90

5

0 改善・変更 Ａ

保育施

育 ,

設利用調整事務 保育入

4

園課3791 20,0

2

07 216,042 2

8

36,049 改善・変

2

更 Ａ

地域型保育事業 幼

,

稚園地域保育課379

2

2 1,615,427

9

17,048 1,63

9

2,475 現状維持 Ａ

,

家庭的保育事業 幼稚園

室 4

地域保育課3794 1

2

,026,981 29

1

,405 1,056,

現

386 現状維持 Ａ

認証

状

保育所運営経費助成事

維

業 幼稚園地域保育課3

持

795 2,374,5

Ａ

02 9,159 2,3

学

83,661 現状維持

童

Ａ

認証保育所等利用者

運

保

助成事業 幼稚園地域保

育

育課3796 1,01

一

8,996 32,56

般

0 1,051,556

管

現状維持 Ａ

公立保育園

理

の施設維持管理委託事

事

業 保育入園課3797

務

41,810 9,75

学

1 51,561 現状維

童

持 Ａ

公立保育園の施設

営

保

維持補修事業 保育入園

育

課3798 72,07

課

9 9,751 81,8

3

30 現状維持 Ａ

公立保

5

育園の整備事業 保育入

8

園課3799 627,

8

940 63,108 6

2

91,048 改善・変

,

更 Ａ

民間保育園連合会

5

助成事業 私立保育園課

事

2

3800 390 88 4

9

78 現状維持 Ａ

私立保

8

育園の運営費助成事業

,

私立保育園課3802

7

21,859,164

6

82,739 21,9

5

41,903 現状維持

1

Ａ

公立保育園の管理運

1

営委託事業 私立保育園

,

課3803 2,790

業

2

,168 18,843

9

2,809,011 改

4

善・変更 Ａ

放課後子ど

現

も教室推進事業【経常

状

】 青少年課4188 2

維

66,943 10,5

持

18 277,461 拡

Ａ

充 Ａ

学童保育室大規模

私

改修・開設事務 学童保

立

育課6874 140,

学

認

576 17,530 1

定

58,106 拡充 Ａ

区

こ

立認可外保育室の管理

ど

運営委託事業 私立保育

も

園課11633 223

園

,139 1,753 2

事

24,892 改善・変

業

更 Ａ

区立認定こども園

幼

管理運営事業 保育入園

稚

課16050 149,

- 33 -



 
 

 

紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

童相談所との連携強化

策

■　手当・医療費に関

の

する支援

■　ひとり親

概

家庭への就職・転職・

要

資格取得に関する支援

柱

主な取組
■　養育費の

立

確保・取り決めに関す

て

る支援

■　ポピュレー

1

ションアプローチによ

2

る子育て家庭訪問事業

【

■　ひとり親家庭の相

ひ

談・交流・情報交換の

と

支援（豆の木相談室、

】

サロン豆の木など）

■

自

　子どもと家庭の相談

己

窓口の運営

担 当 課 名 家

肯

・こども家庭相談課（

定

取りまとめ）

電 話 番 号

感

03-3852-28

を

63 E-mail ko

持

domo-genki

ち

@city.adac

、

hi.tokyo.j

生

p

庁内各課や区内団体

き

・協力者と協働し、ひ

抜

とり親家庭の親子を対

く

象とした経験・体験の

力

機会の提供を行ってい

を

る。

協働・協創
の 取 組

備

み

【目標】1 貧困を

え

なくそう、3 すべて

た

の人に健康と福祉を、

人

16 平和と公正をす

施

べての人に、17 パ

策

ートナーシップで

目標

群

を達成しよう【関連】

名

児童扶養手当を支給す

2

ることにより、ひとり

妊

親家庭等の生活の安定

娠

と自立の促進に寄与し

か

ＳＤＧｓが
ている。ま

ら

た、児童扶養手当を受

出

給しているひとり親へ

産

の就労を支援し、経済

・

的自立を後押しする。

子

（1.2、3.8関連

育

目指す目標
）児童虐待

て

への早期対応を実施す

ま

ることは、子どもの安

で

全確保につながってい

切

る。関係機関と連携す

れ

ることで、効果
（ター

目

ゲッ
的な支援体制を構

な

築している。(16.

く

2、17.17関連)

支

【評価】児童扶養手当

え

受給率（低減目標）の

る

目標値達成により、
ト

施

）との関
目標の実現に

策

寄与している。相談者

名

の就労形態やライフス

2

タイルに応じて、ひと

.

り親世帯が利用できる

3

サービスも活
連及び評

配

価
用しながら、経済的

慮

・精神的な自立に向け

を

た支援を提供する。（

要

1.2、3.8関連）

す

関係機関と連携し、継

る

続的な支援を

実施する

子

ことで、虐待対応終結

育

率が向上している。（

て

16.2、17.17

家

関連）

備　　　考

庭への支援

子育て家庭の困難や悩みに応じた支援が届いている。

施策の
目指す姿

■　支援が必要な子ども・家庭を早期に発見し、関係機関と連携して虐待予防（特に乳幼児への支援強化）に取り組

むとともに、職員の虐待対応力向上や足立児童相談所への分室設置など体制強化を進めます。

■　児童扶養手当の支給や医療費助成のほか、資格取得やセミナー・講座の開催等、就労に関する支援を進め、困難

を抱えるひとり親家庭の経済的自立と貧困の連鎖の解消に取り組みます。養育費に関する情報提供や養育費の確保・
施策の方向

取り決めへの支援を充実させ、ひとり親家庭の経済的困窮に伴う教育・体験格差などの解消を支えていきます。

■　窓口・電話相談に加え、情報交換や体験活動を通じた交流機会の提供やポピュレーションアプローチなどを活用

することで、支援が届きにくい子育て家庭の困りごとや悩みごとを把握し、個々のケースに適した支援制度につない

でいきます。

■　全国的に児童虐待通告件数は増加傾向にあり、足立区においても同様の状況となっています。子どもが安全・安

心に暮らすことができるように、関係機関や分野を超えた連携を図っていく必要があります。主要課題：児童虐待件

数の増加

■　令和4年国民生活基礎調査によると、ひとり親家庭の相対的貧困率は44.5％と

足

、国民全体の相対的貧

立

困率を大き

く上回って

区

います。困難を抱える

　

ひとり親家庭では、生

令

活困窮のみならず、経

和

済的要因による子ども

８

の教育格差や体
現状と

年

課題
験格差が拡大する

度

おそれがあります。主

施

要課題：ひとり親家庭

策

の経済的自立

■　様々

評

な困難を抱えるひとり

価

親家庭やヤングケアラ

調

ーなど、子ども・家庭

書

を取り巻く課題は複雑

(

化・多様化してい

ます

令

。子育て家庭が抱える

和

課題を把握・整理し、

７

適切な支援につなげる

年

ため、分かりやすく相

度

談しやすい環境づくり

事

を進めていく必要があ

業

ります。主要課題：要

実

支援者の把握と適切な

施

支援

■　児童虐待相談

)

の実施

■　養育困難家

1

庭への支援（養育支援

 

訪問事業など）

■　児
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度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 6,405,519 6,366,815 5,829,258 5,299,947

人件費 353,204 401,915 487,528 792,016

総事業費 6,758,723 6,768,730 6,316,786 6,091,963

前年比(金額) 6,758,723 10,007 △451,944 △224,823

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】虐待対応終結率

定義等 虐待通告数全体に占める、訪問指導や関係機関との連携により、虐待を起こす要因が解消されたケースの割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(1)

実　績　値 72 59 62 72 R10 70

達　成　率 90% 103% 74% 84% 78% 89% 90% 103% -

指標名 【成果2】児童扶養手当受給率

定義等 児童扶養手当受給資格者のうち手当が支給されている人の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 78.5 77
(2)

実　績　値 80.3 80.5 79.5 77.7 R10 75

達　成　率 0% 107% 0% 107% 0% 106% 99% 104% -

指標名 【成果3】ポピュレーションアプローチによる子育て家庭訪問事業で、関係機関等につないだ割合

定義等 子育て家庭訪問事業で対面できた家庭のうち、相談に応じた結果、関係機関等につないだ割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 8 8
(3)

実　績　値 - - - 11.9 R10 8

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 149% 149% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年
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、

および長期的支援に対

さ

応するため、ネグレク

ら

トのリーフレットや児

に

童虐待防止マニュアル

案

を活用し、引き続き虐

件

待の

未然防止や再発防

が

止を図るとともに、適

複

正な人員配置や育成、

雑

関係機関との役割分担

か

・連携等を強化し、支

つ

援の効率化、家庭の養

多

育力向上を図っていく

様

。

【計画の理念】③ウ

化

ェルビーイング・SD

し

Gsを一体的に推進

　

て

児童虐待の背景には生

お

活困窮や健康上の課題

り

等が複合的に関係して

、

いることから、「貧困

虐

をなくそう」「すべて

待

の人に健康と福

祉を」

解

といったSDGsの理

決

念を踏まえ、関係機関

に

や地域と連携しながら

至

支援体制の充実を図り

る

、誰一人取り残さない

ま

社会の実現に向

けて取

で

組を推進していく。

【

時

成果指標２】児童扶養

間

手当受給率

　新規申請

を

時等の機会を捉え、「

要

自立の促進」という手

す

当の趣旨をご理解いた

る

だき、将来的な自立を

こ

目指した活動を促して

と

いく。

　就労や資格取

が

得に関する相談を受け

多

た際や、現況届の内容

く

等から行政による支援

な

が必要な世帯を把握し

っ

た際は、豆の木相談室

て

に

つなぐ等、引き続き

い

相談支援担当窓口との

る

積極的な連携を図る。

な

【計画の理念】③ウェ

か

ルビーイング・SDG

で

sを一体的に推進

　世

、

帯状況や児童の年齢等

区

によって必要とする支

の

援は様々であるため、

児

「自立の促進」を念頭

童

におきつつも、ひとり

虐

親家庭それぞ

れが望む

待

ライフスタイルや働き

に

方を尊重し、必要な支

係

援を行っていく。

【成

る

果指標３】ポピュレー

対

ションアプローチによ

応

る子育て家庭訪問事業

力

で、関係機関等につな

4

向

いだ割合

　本事業は、

上

令和７年１０月から、

だ

子育て家庭の孤独・孤

け

立を防止するために、

で

生後５か月から１歳４

な

か月までの子育て家庭

く

を訪

問し、子育て相談

、

や傾聴、月齢に応じた

シ

絵本配付を行っている

ス

。

　対象世帯の相談に

 

テ

応じていくためには、

ム

利用件数を増やしてい

構

くために、未利用者に

築

対しての勧奨訪問の実

等

施や、３～４か月児

健

に

診会場において今後対

よ

象となる世帯への出張

り

ＰＲを行っている。

【

虐

計画の理念】ウェルビ

待

ーイングの向上とSD

担

対

Gs の推進

　衛生部

応

やこども家庭相談課な

に

どの関係機関と連携し

充

ながら、対象世帯と接

て

点となる機会を活用し

ら

、事業ＰＲを強化する

れ

とともに

、訪問を通じ

る

て子育て世帯の不安や

時

悩みに寄り添っていく

間

。

当

が増えたことが終結率

部

向上に寄与している。

に

【計画の理念】③ウェ

お

ルビーイング・SDG

け

sを一体的に推進

　児

る

童虐待対応を通じて、

評

子どもと家庭の安全・

価

安心を確保し、心身と

（

もに健やかに生活でき

部

る状態を実現すること

長

は、個人のウ

ェルビー

評

イングの向上に資する

価

ものである。さらに、

－

関係機関や地域と連携

１

した支援体制を強化す

次

ることで、誰一人子ど

評

もを傷つ

けない社会の

価

実現に寄与し、社会全

）

体のウェルビーイング

そ

向上につなげていく。

の

【成果指標２】児童扶

１

養手当受給率

　児童扶

1

養手当受給資格者のう

)

ち手当が支給されてい

施

る人の割合は、77.

策

7％と前年度と比較し

の

て1.8P減となった

達

。例年と同水準の

減少

成

傾向にあり、ひとり親

状

等で安定した収入を得

況

ている世帯が年々増加

と

していることを表して

そ

いる。

　令和６年１１

の

月に制度改正により所

原

得限度額が緩和され手

因

当が支給される幅が拡

の

大したが、このような

分

結果となった。ひとり

析

親

世帯の生活水準の向

【

上およびウェルビーイ

成

ングの向上を目指し、

果

就労意欲や増収意欲等

指

が高まっていることが

標

原因と考えられる。

【

１

計画の理念】③ウェル

】

ビーイング・SDGs

虐

を一体的に推進

　受給

待

率の減少を目指す一方

対

で、SDGｓのゴール

応

である「貧困をなくそ

終

う」「すべての人に健

結

康と福祉を」という点

率

に関しては、

手当の支

　

給が大きな役割を果た

虐

している。

【成果指標

待

３】ポピュレーション

対

アプローチによる子育

応

て家庭訪問事業で、関

終

係機関等につないだ割

結

合

 訪問時に離乳食や

率

子どもの預け先や困り

は

ごとの相談が月平均で

前

約５００件あり、毎月

年

約５０件に対して区の

度

関係機関や子育て事

業

比

を案内し、目標を達成

で

した。

【計画の理念】

大

ウェルビーイングの向

幅

上とSDGs の推進

に

　子育て家庭の孤独・

増

孤立を防止するために

加

、新たな訪問事業を開

し

始したことで、子育て

た

家庭の不安や悩みに寄

。

り添うことができ

、保

前

護者の精神的な負担軽

年

減につながった。

2)

度

達成状況と原因分析を

に

踏まえた今後の方向性

続

【成果指標１】虐待対

き

応終結率

　通告・相談
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童扶養手当等の支給事業 親子支援課3786 2,449,410 88,949 2,538,359 現状維持 Ａ

児童育成手当の支給事業 親子支援課3787 1,572,785 42,063 1,614,848 現状維持 Ａ

ひとり親家庭等医療費助成事業 親子支援課3788 190,773 25,414 216,187 現状維持 Ａ

ひとり親家庭支援事業 親子支援課3789 26,119 71,507 97,626 現状維持 Ａ

養育困難改善事業 家・こども家庭相談
課

3809 20,743 320,505 341,248 現状維持 Ａ

就学援助庶務事務 学務課4075 10,853 1,315 12,168 現状維持 Ｂ

育英資金事業 学務課4076 355,567 24,978 380,545 改善・変更 Ｂ

小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 学務課4078 101,181 15,732 116,913 現状維持 Ｂ

小学校特別支援学級児童就学奨励事業 学務課4079 4,907 5,697 10,604 現状維持 Ｂ

小学校罹災児童学用品用経費援助事業 学務課4080 15 88 103 現状維持 Ｂ

中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 学務課4081 114,572 19,150 133,722 現状維持 Ｂ

中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 学務課4082 6,157 5,697 11,854 現状維持 Ｂ

中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 学務課4083 0 88 88 現状維持 Ｂ

奨学金返済支援助成事業（社会人） 学務課24209 19,932 7,889 27,821 拡充 Ｂ

学校図書館利活用推進事業 教育

3

政策課24328 42

)

6,933 162,9

施

44 589,877 拡

施

充 Ａ

合計１５事業 5,

策

299,947 792

の

,016 6,091,

手

963

段として位置付け
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施

■　読書の楽しさへの

策

気づき　■　新たな図

の

書館のコンセプト確立

概

　

■　オンライン講座

要

の開催

■　地域に向け

柱

た情報発信（SNS、

立

ミニコミ紙の発行）

■

て

　多様な主体との連携

1

強化

■　あだちはじめ

3

てえほん事業

■　おは

【

なし会・映画会などの

ひ

子どもの読書習慣につ

と

ながる機会創出
主な取

】

組
■　あだち絵本シア

自

ターの開催

■　図書館

ら

協議会の開催

■　居心

考

地の良い空間づくり

■

え

　選書・展示のリニュ

行

ーアル

担 当 課 名 生・生

動

涯学習支援課（取りま

し

とめ）

電 話 番 号 03-

、

3880-5468 E

そ

-mail sg-sh

の

ien@city.a

成

dachi.toky

果

o.jp

■　区民の自

を

主的な学習活動におい

地

て、登録団体が地域と

域

のつながりにより、学

に

びの循環を生み出して

活

いる。

■　生涯学習施

か

設において、指定管理

す

者制度を活用し、民間

人

的な発想や創意工夫に

施

より管理運営を行って

策

いる。

■　指定管理者

群

の公募・選定・評価に

名

おいて、学識委員のほ

3

か、区民委員で構成し

生

ている。

協働・協創 ■

涯

　サークルフェア、ふ

に

れあい祭りにおいて、

わ

利用者等の実行委員会

た

形式で運営している。

る

の 取 組 み ■　施設の管

学

理運営において、利用

習

者懇談会等で区民の意

・

見交換や要望を取り入

文

れている。

４　質の高

化

い教育をみんなに

■　

・

子どもや障がい者等に

ス

も配慮し、全ての区民

ポ

が安心して施設利用が

ー

できるよう、計画的な

ツ

保全計画、施設点検や

活

ＳＤＧｓが
　修繕等の

動

維持管理及び巡回警備

を

等を行っている。
目指

実

す目標
■　区民のだれ

践

もが人生100年時代

で

を心豊かに生きるため

き

に、多種多様な生涯学

る

習活動の機会を充実さ

仕

せ、区民の自
（ターゲ

組

ッ
　主的な学習活動を

み

支援している。
ト）と

を

の関
連及び評価

備　　

つ

　考

くる

施 策 名 3.1 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

■　学びを通じて心豊かな人生を送れる。

施策の
目指す姿

■　ニーズを捉えた専門的な学習を充実させることで、誰もがやりたいことを見つけ、チャレンジできる学び直しを

　進めていく。地域の中で学びの成果が還元され、新たな交流や活動に発展する学びの循環を生み出していく。

■　身近な場所で本に親しむ機会を創出することで、読書習慣を身につけ、国語力の向上と人生をより深く生きる力

　を育む。乳幼児期から絵本に親しむ機会を提供することで、大人と子どもがともに読書の楽しさに気づくきっかけ
施策の方向

　を創出する。

■　足を向けたくなるようなイベントや居心地の良い空間を創出し、多くの区民が集まることで、読書機会を提供す

　るだけでなく、利用者同士の交流も生まれる図書館づくりを行う。図書館協議会をはじめとする外部の意見を取り

　入れ、選書や展示、ＰＲを含む多様な面で図書館サービスを見直し、充実させていく。

■　個人のライフスタイルが多様化する現代社会において、人生100年時代を心豊かに生きていくためには、生涯を

　通じて学ぶ意欲を持つことが重要である。楽しさに気づき、生きがいを持てる自主的な活動につなげられるよう、

　区民に様々な講座やイベント等の学習機会を提供していく必要が

足

ある。

■　令和３年度

立

 文化・読書・スポー

区

ツに関するアンケート

　

調査の結果によると、

令

保護者の読書習慣が子

和

どもの読書

　活動に影

８

響していることが分か

年

った。子どもが読書習

度

慣を身につけていくに

施

は、子どもだけでなく

策

周囲の大人も読
現状と

評

課題
　書の楽しさや大

価

切さに気づくことが必

調

要である。

■　図書館

書

は、学びのスペースの

(

提供や本・資料の貸出

令

サービスによって「地

和

域の社会教育施設」と

７

しての役割を果

　たし

年

てきたが、現在では、

度

単に本を借りたり、情

事

報を消費する場ではな

業

く、利用者の活動や交

実

流を促進する「新た

　

施

な居場所」としての役

)

割が求められている。

1

【課題】■　生涯を通

 

じた学ぶ意欲の向上　
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0,962 3,510,368

人件費 315,287 325,515 353,829 495,641

総事業費 4,439,146 3,522,359 3,724,791 4,006,009

前年比(金額) 4,439,146 △916,787 202,432 281,218

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

定義等 区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 13 14 15 9.9 10.6
(1)

実　績　値 5 8.5 12 10.9 R10 12.1

達　成　率 38% 41% 61% 70% 80% 99% 110% 90% -

指標名 【成果2】区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区民の割合

定義等 同上
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 59 59 59 48 50
(2)

実　績　値 45.1 42.1 45.8 44.6 R10 55

達　成　率 76% 82% 71% 77% 78% 83% 93% 81% -

指標名 【成果3】図書館の利用登録を行っている区民の割合

定義等 同上
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 23 24
(3)

実　績　値 - - - 22.9 R10 27

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 85% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 4,123,859 3,196,844 3,37
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し

アウトリーチを活用し

実

図書館への来館

・利用

績

者登録に繋がる取り組

値

みを実施している。

2

は

)達成状況と原因分析

1

を踏まえた今後の方向

0

性

【成果指標１】講座

.

や講演会、サークル活

9

動などに参加した区民

％

の割合

　目標値に達す

と

るよう、ＩＣＴやオン

、

ライン講座の開催も活

目

用しながら、特に参加

標

の少ない20～40代

値

の働き世代や子育て世

を

帯に向

けた事業の充実

達

・周知を図り、区民の

成

自主的な活動につなげ

し

ていく。

【計画の理念

た

】②やりたいことを叶

も

える

　センターが考え

の

る事業と利用者が実際

の

に参加したいと考える

、

事業が異なる可能性が

前

あることから、市場調

年

査やアウトリーチを活

度

用し、よりニーズを捉

実

えることを進めていく

績

。

【成果指標２・３】

の

　「図書館サービスデ

1

ザインアクションプラ

2

ン」に基づき、区立図

％

書館の見直しを行って

か

いく。令和8年度は中

ら

央図書館の係編成

の変

は

更や新規採用した図書

1

館ナビゲーターの配置

.

など新たな体制で選書

1

の見直し、児童サービ

％

スの充実などに取り組

減

んでいく。

　また、「

少

本を読む人も読まない

し

人も訪れる図書館」の

て

実現に向けて、中央図

い

書館のリニューアルを

る

実施するために令和8

。

年度は

基本構想・基本

　

計画を策定する。

【計

セ

画の理念】③ウェルビ

ン

ーイングの向上とSD

タ

Gsの推進

　中央図書

ー

館のリニューアルにつ

で

いては、区民ワークシ

も

ョップなどを通して区

多

民の意見を取り入れな

種

がら進めていく。

多様な事

4

業を行っており、参加

 

者数は増加しているた

担

め、区民の意欲は高ま

当

ってきていると思われ

部

る。

　参加者層に偏り

に

があるため、幅広い世

お

代に向けた事業の実施

け

や周知が必要である。

る

【計画の理念】②やり

評

たいことを叶える

　利

価

用実績の多い事業はな

（

るべく継続し、逆に実

部

績が少ない講座は中止

長

して新規事業を企画す

評

るなど、多くの方に利

価

用いただける

よう、各

－

センターで毎年試行錯

１

誤をしながら内容を検

次

討している。

【成果指

評

標２】区政に関する世

価

論調査で、「最近1か

）

月に本を読んだ」と回

そ

答した区民の割合

　目

の

標値48％に対して4

１

4.6％となった。令

1

和6年度から1.2ポ

)

イント減少し、目標値

施

を達成することはでき

策

なかった。

　「仕事・

の

学校・家事・育児・介

達

護など、読書よりも時

成

間をかけなければいけ

状

ないことがある（37

況

.2％）」や「読書よ

と

りも時間を

かけたいこ

そ

とや趣味がある（19

の

.5％）」など、多忙

原

や優先順位の高い活動

因

が読書行動を制約して

の

おり、結果として読書

分

の機会が減

少している

析

。

　なお、本を読む人

【

は全国的に減少傾向に

成

ある（文化庁の「令和

果

5年度国語に関する世

指

論調査」では、本を読

標

む人が37.4％で平

１

成

30年度調査から1

】

5.3ポイント減少し

講

ている）。

【計画の理

座

念】③ウェルビーイン

や

グの向上とSDGsの

講

推進

　魅せる棚づくり

演

や特集コーナーの充実

会

など、思いがけない本

、

との出会いを演出し、

サ

利用者の読書のきっか

ー

けとなる取り組みを強

ク

化している。

【成果指

ル

標３】図書館の利用登

活

録を行っている区民の

動

割合

　目標値23％に

な

対して22.9％とな

ど

り、ほぼ目標値を達成

に

することができた。

　

参

登録者数が153,7

加

71人から161,4

し

92人（うち新規登録

た

者15,723人）に

区

増えた。図書館の利用

民

のきっかけとなるイベ

の

ントや特集展示

に力を

割

入れた結果、新規登録

合

者の獲得と共に、継続

　

的な図書館の利用に結

目

び付けることができた

標

ことが要因と考えられ

値

る。

【計画の理念】③

9

ウェルビーイングの向

.

上とSDGsの推進

　

9

利用者アンケートなど

％

を参考に利用者のニー

に

ズを捉えたイベントを

対

実施することに加え、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

生涯学習振興公社運営事業 学校支援課4130 260,189 35,937 296,126 現状維持 Ａ

地域学習センター改修事業 生・生涯学習支援課4138 0 877 877 現状維持 Ａ

指定管理者管理運営事務 生・生涯学習支援課4139 2,460,709 78,009 2,538,718 現状維持 Ａ

図書館管理事務 中央図書館4168 279,922 56,528 336,450 改善・変更 Ａ

図書館図書資料貸出・整備事業 中央図書館4174 162,424 68,387 230,811 現状維持 Ａ

図書館ネットワークシステム管理事務 中央図書館4176 52,764 13,148 65,912 現状維持 Ａ

読書活動推進事業 中央図書館4177 13,381 50,828 64,209 改善・変更 Ａ

生涯学習関係施設維持補修事業 生・生涯学習支援課13500 58,925 43,825 102,750 拡充 Ａ

図書館施設運営事務 中央図書館22322 6,646 13,148 19,794 現状維持 Ａ

図書館サービス運営事務 中央図書館22323 2,759 69,657 72,416 改善・変更 Ａ

図書館の大規模改修・開設事業 中央図書館22340 201,648 47,767 249,415 拡充 Ａ

生涯学習支援事業管理事務 生・生涯学習支援課22576 7,300 17,530 24,830 現状維持 Ａ

図書館システム開発事業 中央図書館24075 3,701 0 3,701 現状維持 Ａ

合計１３事業 3,510,368 495,641 4,006,009

3)施施策の手段として位置付け
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施

の公開

■　郷土芸能大

策

会の開催

担 当 課 名 生・

の

地域文化課（取りまと

概

め）

電 話 番 号  03-

要

3880-5985 E

柱

-mail  chii

立

ki@city.ad

て

achi.tokyo

1

.jp

　区内には様々

3

なジャンルのアーティ

【

ストや伝統ある文化芸

ひ

術団体、民間の文化施

と

設など、文化芸術に関

】

する専門的

な知識や技

自

術を持つ主体が活躍し

ら

ている。それらの主体

考

がゆるやかに連携し、

え

足立区の文化芸術の活

行

性化を図ってい

く。な

動

お、主な協働、協創主

し

体としては、庁内は、

、

シティプロモーション

そ

課、報道広報課、生涯

の

学習支援課、庁外は

協

成

働・協創 文化団体連合

果

会、足立シティオーケ

を

ストラなどの音楽団体

地

、東京藝術大学、郷土

域

芸能保存会、郷土博物

に

館協働グルー

の 取 組 み

活

プ及び共催事業実行委

か

員会がある。　

　「4

す

　質の高い教育をみん

人

なに」について、令和

施

6年度改定の足立区文

策

化芸術推進計画では、

群

計画の目指す将来の姿

名

において、「年齢や性

3

別、障がいの有無に関

生

わらず、区民のだれも

涯

が文化芸術を身近なと

に

ころで気軽に楽しめる

わ

環境
ＳＤＧｓが

が整っ

た

ている」と設定してい

る

ることから関連が深い

学

ものと思われる。
目指

習

す目標
　「11　住み

・

続けられるまちづくり

文

を」について、国の文

化

化芸術推進基本法には

・

、「文化芸術は、心豊

ス

かな活力ある
（ターゲ

ポ

ッ
社会の形成にとって

ー

極めて重要な意義を持

ツ

つもの」とされている

活

ことからも、各事業の

動

推進がまちづくりには

を

外せな
ト）との関

い関

実

連深いものである。
連

践

及び評価
　各事業の実

で

施により区民が気軽に

き

文化芸術を楽しめる環

る

境の整備が進んでいる

仕

ことから、SDGsの

組

推進に大きく貢献

して

み

いると評価する。

　

備

を

　　　考

つくる

施 策 名 3.2 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

■　文化や芸術、歴史を身近に感じ、心豊かに過ごせる。

施策の
目指す姿

■【文化・芸術の魅力に気づくきっかけをつくる】親子で参加しやすいイベントなど、世代を超えて文化・芸術の魅

　　力や楽しさに気づく機会を充実させ、文化・芸術との出会いを創出する。

■【協創による文化・芸術活動を活性化する】身近な場所で活動をスタートできる講座や継続して活動できる発表の

　　場の提供などを通じて、自発的な活動を支援していく。
施策の方向

■【文化資源を守り、次世代へ継承する】区に根付く地域の祭事など、魅力的な伝統文化の継承・活性化を支援する

　　ことで、地域への愛着や誇りを醸成する。

■　令和３年度 文化・読書・スポーツに関するアンケート調査の結果では、文化芸術に関心のある区民の割合は　

　67.0％で、そのうち「過去一年間に文化芸術を観たり、聴いたりした」と回答した割合は27.2％にとどまり、関心

　と行動に差が生じている。【課題：文化芸術活動のきっかけづくり】

■　令和３年度 文化・読書・スポーツに関するアンケート調査の結果では、文化芸術関連事業への参加や活動を　

　行った区民の割合は22.9％にどまり、さらなる文化芸術活動の活性化の支援が必要である。【課題：文化芸術活動

足

現状と課題
　の活性化

立

】

■　令和４年度 区

区

政モニターアンケート

　

の結果では、伝統芸能

令

や文化財に関心ある区

和

民の割合は82.0％

８

で、そのう

　ち「伝統

年

芸能や文化財に触れた

度

ことがある」と回答し

施

た割合は44.5% 

策

にとどまり、関心はあ

評

っても実際に触れた　

価

　ことのある区民は少

調

ないことが分かった。

書

【課題：文化財等に触

(

れるきっかけづくり】

令

■　ギャラクシティ事

和

業

■　東京藝術大学連

７

携事業

■　芸術鑑賞体

年

験事業

■　あだち区展

度

の開催

■　サークルフ

事

ェア・ふれあいまつり

業

の開催
主な取組

■　あ

実

だちエンターテイメン

施

トチャレンジャー支援

)

事業

■　郷土博物館 

1

電子展覧会の開催

■　

 

文化財デジタルマップ
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30

前年比(金額) 657,896 180,598 311,923 △274,387

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合　

定義等 ３分野アンケート調査(区民向け調査)において文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値  - - 48 -
(1)

実　績　値  - - 26.2 R10 54

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 55% 49% -

指標名 【成果2】足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

定義等 ３分野アンケート調査(区民向け調査)において足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 69 -
(2)

実　績　値 - - - 41.1 R10 72

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 60% 57% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 501,910 689,543 975,654 670,505

人件費 155,986 148,951 174,763 205,525

総事業費 657,896 838,494 1,150,417 876,0
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計

年度に行った世論調査

画

では「足立区の文化財

策

・文化遺産・伝統文化

定

を誇りに思う人」が６

に

０％あり、足立区に対

向

する「愛

着」や「誇り

け

」につながることがわ

た

かった。郷土博物館で

ア

はリニューアルオープ

ン

ン記念イベントや「千

ケ

住宿４００年記念展」

ー

など

魅力的な事業を展

ト

開し、イメージアップ

で

に貢献した。

　また足

２

立区にはお祭り・お囃

６

子など地域に根付いた

．

魅力的な伝統文化もあ

２

り、団体への支援と後

％

継者人材育成などを推

と

進してい

く必要がある

、

。区民まつり等のイベ

目

ントで、演奏の機会を

標

提供し、郷土芸能の保

で

存・継承と後継者が生

あ

まれるきっかけづくり

る

を図

っていく。

【計画

４

の理念】①やりたいこ

８

とが叶う③ウェルビー

％

イングの向上とSDG

を

sの推進

　文化芸術活

大

動のきっかけづくりと

き

して、子どもに焦点を

く

あて、成長過程に応じ

下

た体験機会を提供し、

回

想像や思考力を育むと

っ

とも

に、文化・芸術の

た

担い手の育成につなげ

。

ていく。

　また、歴史

前

的な文化財や文化遺産

回

の発見と積極的な活用

（

により、子どもの頃か

令

ら地域の文化資源に触

和

れる機会を増やすとと

３

もに

、転入者や来訪者

年

に対しても区の魅力あ

度

る文化資源を発信して

）

いく。

のアンケートでは、コロナの

4

影響から２２．９％で

 

あり、３．３ポイント

担

増加した。「参加しよ

当

うと思わなかった」の

部

回答が半数

いることか

に

ら、より魅力的なイベ

お

ントや講座を展開する

け

とともに、気軽に参加

る

できるような工夫と十

評

分な周知が必要である

価

。

　引き続き文化藝術

（

活動の活性化の支援を

部

行っていく。

【成果指

長

標２】足立区の文化財

評

や伝統芸能に触れたこ

価

とがある区民の割合

　

－

前回（令和３年度）の

１

アンケートから３．４

次

ポイント増の４１．１

評

％であった。郷土博物

価

館が令和４年度から令

）

和６年度まで休

館であ

そ

ったため、文化財や伝

の

統芸能に触れる機会が

１

減っていたが、４月の

1

リニューアルオープン

)

後の数か月で微増に繋

施

がったと推

測される。

策

地域の祭事や年中行事

の

に参加した人はコロナ

達

の影響がなくなり、増

成

えている。

【計画の理

状

念】①やりたいことが

況

叶う③ウェルビーイン

と

グの向上とSDGsの

そ

推進

　三分野計画の共

の

通理念は「楽しさに気

原

付き、深め、広げ、心

因

豊かに生きる」である

の

。新文化芸術推進計画

分

の目指す将来の姿も区

析

民が文化芸術を通して

【

「やりたいこと」が叶

成

う環境の中で、創造力

果

や自己肯定感、表現す

指

る意欲を養うことを掲

標

げていく予定であ

る。

１

アンケート結果にある

】

ように文化芸術関連事

文

業へ参加や活動を行っ

化

た区民は少なく、さら

芸

なる支援が必要である

術

。

2)達成状況と原因

関

分析を踏まえた今後の

連

方向性

【成果指標１】

事

文化芸術関連事業への

業

参加や活動を行った区

へ

民の割合

　アンケート

の

結果を分析したところ

参

、保護者が文化芸術の

加

「行動層」である場合

や

、子どもが鑑賞した割

活

合は９９.３％となっ

動

てい

る。文化芸術への

を

興味は子どもの頃の体

行

験が大きく影響を受け

っ

ると考えられるため、

た

保護者へのアプローチ

区

が有効である。子ども

民

の教育の観点から文化

の

芸術に触れる機会を提

割

供していく。

　また、

合

「文化芸術に関心はあ

　

るが、行動はしていな

令

い」関心層が２３．５

和

％であることからこの

８

関心層をどのように行

年

動層につ

なげていくか

度

が今後の課題となり、

の

新計画にも盛り込んで

新

いく。

【成果指標２】

三

足立区の文化財や伝統

分

芸能に触れたことがあ

野

る区民の割合

　令和５
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地域文化一般管理事務 生・地域文化課4132 1,300 11,919 13,219 現状維持 Ｂ

文化芸術振興基金積立金 生・地域文化課4153 79,902 1,753 81,655 現状維持 Ｂ

文化芸術を担う人材の育成事業 生・地域文化課4155 11,062 6,047 17,109 現状維持 Ｂ

文化芸術施設の管理運営事務 生・地域文化課4156 313,888 8,765 322,653 現状維持 Ａ

郷土博物館管理運営事業 生・地域文化課4159 47,748 34,620 82,368 改善・変更 Ａ

展示等運営事業 生・地域文化課4160 50,721 47,327 98,048 拡充 Ａ

文化財保護事業 生・地域文化課4165 13,356 18,754 32,110 現状維持 Ａ

伊興遺跡公園管理運営事業 生・地域文化課4167 6,079 15,425 21,504 改善・変更 Ｂ

文化芸術施設維持補修事業 生・地域文化課4722 49,068 7,012 56,080 現状維持 Ａ

区民の文化活動支援事業 生・地域文化課13562 17,177 35,585 52,762 現状維持 Ａ

芸術鑑賞体験事業 生・地域文化課23215 80,204 18,318 98,522 現状維持 Ａ

合計１１事業 670,505 205,525 876,030

3)施施策の手段として位置付け
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施

。

■　年齢が上がるに

策

つれて、子どもの実施

の

率が低下する傾向であ

概

る。要因として、活動

要

を支える指導者やボラ

柱

ンティ

アの不足、既存

立

施設の空き不足による

て

新規活動場所の確保の

1

難しさが挙げられる。

3

運動に関心の薄い層へ

【

楽しさを伝

える工夫や

ひ

、指導者の質の向上、

と

安全配慮を含む育成・

】

活躍の場づくりが急務

自

となっている。
現状と

ら

課題

■　「みるスポー

考

ツの開催」

■　親子野

え

球教室の開催

■　総合

行

型地域クラブとの連携

動

■　スポーツ推進委員

し

との連携

■　パークで

、

筋トレの開催
主な取組

そ

■　ウォーキング事業

の

■　ささえる人材マッ

成

チング制度の活用

■　

果

パラスポーツ推進協議

を

会の開催

■　スペシャ

地

ルクライフコートの運

域

営

■　スポーツコンシ

に

ェルジュの設置

担 当 課

活

名 生・スポーツ振興課

か

（取りまとめ）

電 話 番

す

号 03-3880-5

人

826 E-mail s

施

ports@city

策

.adachi.to

群

kyo.jp

福祉部、

名

衛生部、道路公園整備

3

室、教育委員会等の庁

生

内各部署やスポーツ協

涯

会等との連携体制を強

に

化する。また、民

間企

わ

業、プロスポーツチー

た

ム、大学と連携し、専

る

門的ノウハウを活かし

学

た体験教室や「区民観

習

戦デー」等の「みる（

・

観戦）」機会に「する

文

（体験）」を加え拡充

化

する。

協働・協創 障が

・

い者の活動支援では、

ス

パラスポーツ推進協議

ポ

会による体制強化やボ

ー

ランティアと活動現場

ツ

をつなぐ人材マッチン

活

の 取 組 み グ制度の整備

動

、専用相談窓口の活用

を

などを通じ、多様な主

実

体が当事者意識を持っ

践

て連携する仕組みを構

で

築する。

■　【目標】

き

3 すべての人に健康

る

と福祉を【ターゲット

仕

】3.4 非感染性疾

組

患による若年死亡率を

み

減少させ、精神保　

　

を

健・福祉を促進する。

つ

ＳＤＧｓが
■　【目標

く

】10 人や国の不平

る

等をなくそう【ターゲ

施

ット】10.2 すべ

策

ての人の能力を強化し

名

、社会・経済・政治へ

3

の
目指す目標

　関わり

.

を促進する。
（ターゲ

3

ッ
■　【目標】17 

生

パートナーシップで目

涯

標を達成しよう【ター

ス

ゲット】17.17 

ポ

効果的な公的・官民・

ー

市民社会のパー
ト）と

ツ

の関
　トナーシップを

活

推進する。
連及び評価

動

■　【関連】日常的に

の

楽しめる運動・スポー

充

ツを通じ、誰もが健康

実

な身体を維持できるよ

と

う取組み、共生社会の

地

構　

　築を目指す。関

域

係団体や民間事業者と

還

事業実施で繋がること

元

により、幅広い運動・

「

スポーツの機会を創出

楽

する。

備　　　考

しさに気づき、深め、広げ、心豊かに生きる」という共通理念のもと、以下の３つの姿の実現を目指す。

■　だれもが身近にスポーツを楽しめる環境の実現。年齢、性別、障がいの有無などに関わらず、区民の誰もが運動

・スポーツを生活の身近な場所で、気軽に楽しむことができる環境が整っている状態を目指す。

施策の ■　スポーツを通じた心身の健康と潤いのある人生の実現。区民が自ら運動・スポーツに親しむことで、心身の健康

目指す姿 を保持し、「楽しさ」を通じた日々を過ごしている状態を目指す。

■　スポーツがつなぐ、相互理解と地域コミュニティの醸成。運動・スポーツを通じて人と人とがつながり、地域の

コミュニティが活性化され、共に支え合う「共生社会」が構築されている状態を目指す。

■　【運動・スポーツ習慣を自然に定着させる】①運動・スポーツを身近に感じてもらうことができる事業を展開　

　し、生活の中に自然とスポーツが取り込まれる環境をつくる。②保護者世代が子どもと気軽に継続して身体を動か

　す機会を提供し、親子のコミュニケーションの機会の増加や子どもへのスポーツ習慣の定着を進める。

■　【スポーツを支える人材と場を充実させる】①身近で活用できる場を確保するとともに、学校開放など区施設の

足

施策の方向
　活用を進

立

め、広くスポーツの場

区

を利用できる仕組みを

　

構築する。②運動・ス

令

ポーツ活動を支える人

和

材を確保するこ

　とに

８

加え、育成する仕組み

年

を構築する。

■　【パ

度

ラスポーツを通じて共

施

生社会を実現する】①

策

パラスポーツの理解を

評

深め、パラスポーツに

価

より人々がつなが

　れ

調

るよう検討を進める。

書

②多様な立場の人がス

(

ポーツを通じて理解し

令

合える共生社会の実現

和

を目指す。

■　区民の

７

週１回以上のスポーツ

年

実施率は48.1％（

度

R6は45.6％）で

事

、全国平均の55.8

業

％を下回っている。特

実

に、障が

いのある区民

施

の実施率は23.6％

)

と低く、意欲があって

1

も寄り添った支援が不

 

足している現状がある
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0

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 800,858 954,319 1,530,154 2,178,717

人件費 96,328 113,890 135,249 173,540

総事業費 897,186 1,068,209 1,665,403 2,352,257

前年比(金額) 897,186 171,023 597,194 686,854

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

定義等 世論調査で「週１回以上運動・スポーツをする」区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 45 47 49 50 52
(1)

実　績　値 45 45 46 48 R10 65

達　成　率 100% 69% 96% 69% 94% 71% 96% 74% -

指標名 スペシャルクライフコートフェスティバル、スポーツカーニバル、パラスポーツ体験会の参加者数（年間）

定義等 スペシャルクライフコートフェスティバル、スポーツカーニバル、パラスポーツ体験会の各体験参加延べ数（年間）
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 6,650 15,000
(2)

実　績　値 - - - 13,217 R10 20,000

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 199% 66% -

指標名 障がい者のうち、週１回以上運動・スポーツをする割合

定義等 ３年に一度実施される「足立区障がい福祉関連計画のためのアンケート調査」のアンケート結果（次回令和８年実施）
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 27 30
(3)

実　績　値 - - - - R10 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R1
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定

の結果を分析し、検証

期

していく。

【計画の理

的

念】④人権・多様性の

に

尊重と地域共生社会の

ス

実現

障がい当事者が運

ポ

動・スポーツ活動を実

ー

施できるよう、パラス

ツ

ポーツアクションプラ

を

ンに記載した具体的な

す

施策を実施していく。

る習慣が区民の間で着実に定着しつつあるためと推察され、継続的な活動が生

活の一部となっている。

【計画の

4

理念】①協創の再構築

 

・③ウェルビーイング

担

の向上とSDGsの推

当

進

区民一人ひとりがラ

部

イフステージに応じて

に

日常的に運動・スポー

お

ツに親しみ、週１回以

け

上の運動習慣を有する

る

区民の割合を高める

こ

評

とで、健康で活力ある

価

地域社会の実現を目指

（

す。

【指標２】

達成状

部

況：199％と目標値

長

を大きく上回った。

原

評

因分析：スポーツカー

価

ニバルの実施会場が２

－

会場増えたことにより

１

、実績値が増加した。

次

またパラスポーツ体験

評

会について、令

和７年

価

度は天候に恵まれ参加

）

者が増加した。

【計画

そ

の理念】③ウェルビー

の

イングの向上とSDG

１

sの推進・④人権・多

1

様性の尊重と地域共生

)

社会の実現

誰でも参加

施

できるスポーツイベン

策

トを効果的に周知し、

の

多数の参加があった。

達

【指標３】

達成状況：

成

実績値なし

原因分析：

状

３年に一度の調査であ

況

り、令和７年度は調査

と

が実施されなかったた

そ

め、実績値はなしとな

の

っている。

【計画の理

原

念】④人権・多様性の

因

尊重と地域共生社会の

の

実現

障がいのある方が

分

、社会的障壁により運

析

動・スポーツへの参加

【

機会を得られていない

指

。

2)達成状況と原因

標

分析を踏まえた今後の

１

方向性

【指標１】

身近

】

な場所で運動を始めた

達

層を定着させるため、

成

日常生活の中で自然に

状

運動が継続できるよう

況

、心理的・物理的ハー

：

ドルの低減を

推進する

目

。

【計画の理念】①協

標

創の再構築・③ウェル

比

ビーイングの向上とS

9

DGsの推進

地域公園

6

や校庭、体育館を活用

％

したプログラムを拡充

だ

し、区民が主体的に運

が

動に参加できる環境整

実

備を推進する。

【指標

績

２】

単発的なイベント

値

実施にとどまらず、参

は

加のきっかけづくりか

上

ら継続的なかかわりへ

昇

とつなげる取り組みを

し

推進する。さらにパラ

て

スポーツの意義や魅力

い

を効果的に発信し、障

る

がいの有無に関わらず

。

共に楽しめるスポーツ

原

として理解促進を進め

因

る。

【計画の理念】④

分

人権・多様性の尊重と

析

地域共生社会の実現・

：

③ウェルビーイングの

ウ

向上とSDGsの推進

ォ

より多くの方がスポー

ー

ツに親しむ機会の拡充

キ

を図るため、魅力ある

ン

スポーツイベントの実

グ

施を推進する。

【指標

等

３】

令和８年度に実施

の

されるアンケート調査
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

小学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4144 84,224 4,689 88,913 改善・変更 Ａ

中学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4145 23,860 3,813 27,673 改善・変更 Ａ

学校施設の地域開放事業 生・スポーツ振興課4146 7,749 5,871 13,620 現状維持 Ａ

スポーツ推進委員会活動支援事業 生・スポーツ振興課4147 9,190 12,271 21,461 現状維持 Ａ

スポーツ振興事務 生・スポーツ振興課4148 3,998 29,449 33,447 現状維持 Ａ

地域団体活動支援事業 生・スポーツ振興課4149 8,683 8,765 17,448 現状維持 Ａ

スポーツ協会活動支援事業 生・スポーツ振興課4151 33,110 8,765 41,875 現状維持 Ａ

スポーツ施設指定管理者管理運営事務 生・スポーツ振興課20896 917,762 51,709 969,471 現状維持 Ａ

生涯スポーツ施設改修事業 生・スポーツ振興課21820 1,055,554 21,913 1,077,467 現状維持 Ａ

パラスポーツ推進事業 生・スポーツ振興課23437 34,587 26,295 60,882 現状維持 Ａ

合計１０事業 2,178,717 173,540 2,352,257

3)施施策の手段として位置付け

- 50 -



施

会状況の変化によって

策

顕在化する問題や新た

の

な人権侵害も発生して

概

いる。【課題３】人権

要

課題の複雑化・多様化

柱

■　【取組１】庁内の

立

人権推進体制の整備、

て

職員に対する人権研修

1

の実施、人権施策推進

3

懇談会の開催

■　【取

【

組２】人権啓発講座の

ひ

開催、企業向け人権研

と

修の実施、人権擁護委

】

員との連携

■　【取組

自

３】パートナーシップ

ら

・ファミリーシップ制

考

度の創設、人権推進指

え

針の見直し、区民の人

行

権意識調査の実

施及び

動

調査結果を踏まえた人

し

権施策の見直し

主な取

、

組

担 当 課 名 総務課（取

そ

りまとめ）

電 話 番 号 0

の

3-3880-549

成

7 E-mail sou

果

mu@city.ad

を

achi.tokyo

地

.jp

■　人権擁護委

域

員及び人権団体との意

に

見交換やイベント共催

活

など交流の機会を設け

か

、人権に関わる情報の

す

把握に努め

るとともに

人

、各主体の専門性を活

施

かした啓発につなげる

策

。

協働・協創
の 取 組 み

群

【目標】10 人や国

名

の不平等をなくそう【

4

ターゲット】10.2

人

 2030年までに、

権

年齢、性別、障害、人

と

種、民族、出自、

宗教

多

、あるいは経済的地位

様

その他の状況に関わり

な

なく、すべての人々の

個

能力強化及び社会的、

性

経済的及び政治的な包

を

ＳＤＧｓが
含を促進す

認

る。10.3 差別的

め

な法律、政策及び慣行

合

の撤廃、ならびに適切

う

な関連法規、政策、行

社

動の促進などを通じ
目

会

指す目標
て、機会均等

を

を確保し、成果の不平

実

等を是正する。【関連

現

する理由】人権尊重意

す

識を普及啓発すること

る

は、すべての
（ターゲ

施

ッ
人々の能力強化及び

策

社会的、経済的及び政

名

治的な包含を促進する

4

とともに差別の解消や

.

機会均等の確保につな

1

がる。
ト）との関

【評

人

価】講座や講演会を実

権

施することで、区民の

尊

人権に関する理解や人

重

権尊重意識の向上に努

社

めた。また、広報紙や

会

連及び評価
ＳＮＳを活

の

用し、同和問題や拉致

推

問題等、様々なテーマ

進

を取り上げ、人権尊重

■

意識の普及啓発につな

　

げた。引き続き

、社会

互

で関心の高い人権課題

い

を的確に捉え、啓発し

を

ていく。

備　　　考

尊重し、認め合える。

施策の
目指す姿

■　【方向１】人権と多様性を意識した行政運営を行う：指針に基づき、各所管や関係団体等と連携し、全庁的に「

人権尊重」と「多様性を認め合う」視点を取り入れていくとともに、有識者や区民などに意見を聞き反映する体制を

整備することで、人権施策を総合的・効果的に推進していく。■　【方向２】協創により人権が尊重されるまちを実

現する：①人権啓発講座の実施や人権教育などにより、生涯を通じた人権意識の啓発と教育を推進する。②区民・企
施策の方向

業・関係団体等との協創による啓発事業等を実施することで、地域社会全体で「人権が尊重されるまち」を築いてい

く。■　【方向３】新たな人権課題を把握し、理解を促進する：①国内外の人権問題の把握や区民に対する意識調査

の実施により、人権問題に対する関心の高さや区民の問題意識を的確に把握する。②把握した課題から周知・啓発を

はじめとする対策に取り組み、人権に対する理解の促進及び人権意識の高揚を図る。

■　【現状１】令和４年７月に足立区人権推進指針を改定し、区民や民間事業者などの役割や目標、各人権課題に対

する取組など、区の人権施策に関する基本的な考えを改めてまとめた。【課題１】人権尊重理念の浸透

■　【現状２】①平成３０年度区政モニタ

足

ーアンケートによると

立

、人権が守られている

区

と思う区民の割合は5

　

5.9％、

思わない区

令

民の割合は40.2％

和

であった。②「障がい

８

者」「子ども」「女性

年

」「インターネット上

度

での人権侵害」につ

い

施

て、偏見や差別がない

策

と感じている区民の割

評

合は28.0％と未だ

価

に多くの区民が偏見や

調

差別があると感じてい

書

る。【
現状と課題

課題

(

２】人権への正しい知

令

識・理解

■　【現状３

和

】①外国人人口の増加

７

や性の多様性への関心

年

の高まりから、これま

度

で以上に互いの個性や

事

価値観を認め

合うこと

業

が求められている。②

実

一方で、ヘイトスピー

施

チやマイノリティに対

)

する誹謗中傷、新型コ

1

ロナウイルス感染

症に

 

関連する差別など、社
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670 33,178

前年比(金額) 22,776 58 2,836 7,508

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】日常の中で人権が守られていると感じる区民の割合

定義等 世論調査で、日常の中で人権が守られていると回答した人の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 57 57
(1)

実　績　値 - - - 53.6 R10 57

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 94% 94% -

指標名 【成果2】障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権について偏見や差別がないと感じる区民の割合

定義等 世論調査で、障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権侵害について偏見や差別がないと回答した人の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 40 32 32
(2)

実　績　値 28.5 28 30 34.1 R10 32.1

達　成　率 79% 89% 78% 87% 75% 93% 107% 106% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 3,693 3,587 5,869 8,682

人件費 19,083 19,247 19,801 24,496

総事業費 22,776 22,834 25,
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す

じて、多くの区民が改

る

めて「人権」について

こ

考える機会を創出して

と

いく。

　また、区の人

が

権施策に対して有識者

で

等から意見を聴取する

き

足立区人権施策懇談会

ず

の実施や、令和7年度

、

に実施した小規模調査

5

結

果の分析を踏まえ、

3

区民意識や社会情勢の

.

変化を捉えた効果的な

6

施策展開に努めていく

％

。

【成果指標2】障が

と

い者、子ども、女性、

い

インターネット上での

う

人権について偏見や差

結

別がないと感じる区民

果

の割合

　多様化する人

で

権課題への理解を深め

、

、偏見や差別のない地

こ

域社会を形成していく

れ

ためには、個別の人権

は

課題に応じた啓発を継

平

続

的に実施していくこ

成

とが重要である。

　そ

3

のため、障がい者、子

0

ども、女性、インター

年

ネット上の人権など、

度

区民生活に身近な課題

に

をテーマとした講演会

実

やパネル展示

等の啓発

施

事業を実施し、人権侵

し

害や差別を自分事とし

た

て捉える意識の醸成を

人

図っていく。

　また、

権

足立区人権施策懇談会

問

での意見や小規模調査

題

結果を踏まえ、区民の

に

関心や課題認識との乖

関

離が生じないよう事業

す

内容の見

直しを行い、

る

より効果的な啓発につ

区

なげていく。

【計画の

政

理念】④ 人権・多様

モ

性の尊重と地域共生社

ニ

会の実現

　人権・多様

タ

性を尊重し、誰もが安

ー

心して暮らせる地域共

ア

生社会の実現に向けて

ン

は、区民一人ひとりの

ケ

人権尊重意識を高める

ー

こと

が重要である。

　

ト

今後も引き続き講演会

結

や展示会、ポスターコ

果

ンクール等の人権啓発

（

事業を継続するととも

5

に、SNSや広報誌等

5

を活用した情報発

信を

.

通じて、日常の中で人

4

9

権について考える機会

％

の充実を図っていく。

）

　また、講演会等の参

と

加者数が想定を下回る

ほ

など啓発効果が限定的

ぼ

であったことを踏まえ

同

、区民ニーズに沿った

程

テーマ設定や実施

方法

度

の見直しにより、より

の

効果的な事業実施に努

 

数

めていく。

値であった。理由と

担

しては、人権啓発事業

当

が直ちに区民の人権意

部

識に結びつくものでは

に

なく、社会情勢などの

お

外部要因により影響を

け

受けやすいということ

る

が考えられる。一方で

評

、令和7年度に実施し

価

た小規模調査では7

6

（

％と高い結果が出てい

部

る。

【成果指標2】障

長

がい者、子ども、女性

評

、インターネット上で

価

の人権について偏見や

－

差別がないと感じる区

１

民の割合

　昨年度から

次

4.1％増加して34

評

.1％と目標値（32

価

％）を達成することが

）

できた。

　約半数の方

そ

が、日常の中で人権が

の

守られていると感じて

１

いる。各種人権啓発事

1

業が奏功した点が一因

)

かと所管課では捉えて

施

いる

。一方で、具体的

策

な個別課題として挙げ

の

ている「障がい者、子

達

ども、女性、インター

成

ネット上の人権侵害」

状

については、7割程度

況

の方が偏見や差別があ

と

ると感じている。

　こ

そ

れは、国内外における

の

人権に関連した報道や

原

、生活の中で見聞きし

因

ている内容から、現在

の

も偏見や差別があると

分

感じていると

予想され

析

る。

【計画の理念】④

【

人権・多様性の尊重と

成

地域共生社会の実現

　

果

区民の人権尊重意識向

指

上のため、年間を通し

標

て様々な人権課題に関

1

する講演会・展示会を

】

実施し、人権について

日

考える機会の提

供に努

常

めた。また、これらの

の

イベント事業とは別に

中

、区広報誌等での情報

で

発信やポスターコンク

人

ールの実施により普段

権

の生活の中

でも人権を

が

意識する機会が増える

守

よう努めた。

　一方で

ら

、イベントでの参加者

れ

数が想定を下回るなど

て

、人権啓発の効果が限

い

定的なことが課題とな

る

っている。

2)達成状

と

況と原因分析を踏まえ

感

た今後の方向性

【成果

じ

指標1】日常の中で人

る

権が守られていると感

区

じる区民の割合

　人権

民

が守られていると感じ

の

られる地域社会の形成

割

に向けては、区民一人

合

ひとりの人権意識を高

　

めるとともに、身近な

目

生活の中で

相互理解や

標

思いやりが実感できる

値

環境づくりを進めてい

（

くことが重要である。

5

　そのため、これまで

7

実施してきた区民向け

％

講演会やパネル展示な

）

どの人権啓発事業に加

を

え、小中学生を対象と

達

したポスターコン

クー

成

ルなどの人権教育を通

- 53 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

人権啓発普及事務 総務課3465 8,367 21,472 29,839 現状維持 Ａ

人権啓発普及事務 教育指導課4110 27 1,753 1,780 現状維持 Ａ

人権教育啓発事業 中央図書館4173 288 1,271 1,559 現状維持 Ｂ

合計３事業 8,682 24,496 33,178

3)施施策の手段として位置付け
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施

な取組
■　保育コンシ

策

ェルジュの設置

■　配

の

偶者暴力相談支援セン

概

ターの運営

■　配偶者

要

暴力対策基本計画推進

柱

会議の開催

■　ＤＶ防

立

止啓発事業

担 当 課 名 多

て

様性社会推進課（取り

1

まとめ）

電 話 番 号 03

3

-3880-5222

【

E-mail danj

ひ

o@city.ada

と

chi.tokyo.

】

jp

　各施策において

自

それぞれが抱えている

ら

現状や課題を分析し、

考

既存の庁内連携はもと

え

より、先駆的な事業に

行

取り組ん

でいる自治体

動

、関係機関への調査を

し

経て、有益な情報を積

、

極的に発信していく。

そ

協働・協創
の 取 組 み

【

の

目標】 5　ジェンダ

成

ー平等社会を実現しよ

果

う

　　　　10　人や

を

国の不平等をなくそう

地

ＳＤＧｓが
　　　　1

域

7　パートナーシップ

に

で目標を達成しよう
目

活

指す目標
【ターゲット

か

】5.1、5.2、5

す

.5、5.6、10.

人

2、10.3、17.

施

17
（ターゲッ

【関連

策

する理由】行政評価を

群

実施し、事業や施策の

名

効果について評価・分

4

析を行うことで、ジェ

人

ンダー平等につなが
ト

権

）との関
る業務改善を

と

行っていく。
連及び評

多

価
【評価】具体的な施

様

策目標を設定すること

な

で、事業や施策の実施

個

効果を概ね図っていく

性

ことができた。

備　　

を

　考

認め合う社会を実現する

施 策 名 4.2 ジェンダー平等社会の推進

■　性別に関係なく活躍できる。

施策の
目指す姿

■　区民・企業・関係団体等への啓発事業や幼少期からの他者理解の啓発などを通じ、「固定的性別役割分担意識」

や「アンコンシャス・バイアス」を解消するとともに、様々な分野で女性の参画拡大を推進し、ジェンダー平等社会

を実現していく。

■　性別にかかわらず、個性や能力を発揮できる企業・職場の環境づくりを支援するとともに、育児・介護等と仕事
施策の方向

を両立するための支援を充実させ、ワーク・ライフ・バランス推進を通じ持続可能な社会の構築を目指す。

■　「何が暴力にあたるのか」という正しい理解を促進することでＤＶ防止を図るとともに、「自身が当事者かもし

れない」と気づく機会の提供や相談窓口の周知強化により、誰もが気軽に相談でき、支援につながる仕組みを進めて

いく。

■　「固定的性別役割分担意識」や「アンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）」は、ジェンダー・ギャップを埋

めていくために不可欠な視点であり、気づきの機会を提供し理解を促すことで、その解消を図っていかなければなら

ない。

■　「固定的性別役割分担意識」にとらわれず、家事・育児・介護等を対等に分かち合う関係づくりと個人のライフ

ステージやニーズに応じた多様な働き方や暮らしができるように、ワーク・ライフ・

足

バランスの推進に向け

立

た環境づ
現状と課題

く

区

りが必要である。

■　

　

ＤＶ(ドメスティック

令

・バイオレンス)は重

和

大な人権侵害であり、

８

予防と被害者支援への

年

取組を進め、暴力根絶

度

を

図る必要があるが、

施

区民の身体的暴力以外

策

のＤＶの認知度は約６

評

割にとどまり、さらな

価

る理解促進が必要であ

調

る。

【課題】■　ジェ

書

ンダーギャップの解消

(

　■　ワーク・ライフ

令

・バランスの推進　■

和

　ＤＶ防止と被害者支

７

援の充実

■　男女共同

年

参画啓発講座、イベン

度

トの開催

■　教員向け

事

人権啓発普及事業

■　

業

あだち公的表現ガイド

実

による地域・関係団体

施

向け啓発

■　育児・介

)

護休業制度の理解促進

1

事業

■　男性の家事・

 

育児促進講座の開催
主
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年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 34,305 30,712 33,077 40,216

人件費 49,782 50,208 51,654 56,532

総事業費 84,087 80,920 84,731 96,748

前年比(金額) 84,087 △3,167 3,811 12,017

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 「男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も分かちあっている」と感じている区民の割合

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 40 45 50 35 37
(1)

実　績　値 29.8 27 31.3 35.6 R10 40

達　成　率 75% 75% 60% 68% 63% 78% 102% 89% -

指標名 「仕事と仕事以外の生活の調和が取れている」と思う区民の割合

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 38 40
(2)

実　績　値 41.7 34.8 36.2 39.6 R10 43

達　成　率 0% 97% 0% 81% 0% 84% 104% 92% -

指標名 身体的暴力以外のDV（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 60 65 75 55 60
(3)

実　績　値 48.9 63.7 46.2 53.1 R10 70

達　成　率 82% 70% 98% 91% 62% 66% 97% 76% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4
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。

発を行う。

【指標３】

　

　広報や講座、イベン

民

ト、L・フェスタや図

生

書館でのパネル展示な

児

ど様々な媒体を通じて

童

引き続き区民への啓発

委

を行う。また、実

施の

員

際には自分には関係な

へ

いと思わずに興味関心

の

を持ってもらえるよう

「

な見せ方の工夫をして

あ

いく。

【計画の理念】

だ

④人権・多様性の尊重

ち

と地域共生社会の実現

公

・③ウェルビーイング

的

の向上とＳＤＧｓの推

表

進

　令和７年度男女共

現

同参画推進委員会から

ガ

の提言を受け、「あだ

イ

ち公的表現ガイド」の

ド

内容について分かりや

」

すく区民や団体へ周

知

の

するが、その際ハレー

配

ションが起こらないよ

付

う文言等表現に十分配

、

慮する必要がある。ま

男

た、令和９年度の計画

性

改定に向け、５

年に一

の

度の男女共同参画に関

家

する区民意識調査を実

事

施し、性別役割分担意

・

識が強まるターニング

育

ポイントなど精緻な分

児

析を行い、

効果的な施

参

策を打ち出していく。

加促進を目的とした講座の実施に加え、共働き世帯の

増

4

加や働き方の柔軟化に

 

より家庭内の家事・育

担

児の分担が進んできて

当

いること、学校や社会

部

全体で男女平等意識が

に

徐々に広まって

きてい

お

ることなどが原因と推

け

察される。

【指標２】

る

　目標値３８％に対し

評

実績３９．６％となり

価

、目標を１．６％上回

（

ることができた。

　前

部

年度に比べ「調和が取

長

れていない」と感じる

評

回答率が減少したこと

価

で約３ポイント改善し

－

た。

　再構築したＷＬ

１

Ｂ推進事業による事業

次

者支援（育児・介護休

評

業取得奨励金等）の活

価

用や、令和７年度の改

）

正育児介護休業法の施

そ

行により、テレワーク

の

や短時間勤務等の柔軟

１

な働き方の選択肢が拡

1

充・義務化され、子の

)

年齢に応じて仕事と育

施

児を両立できる環

境整

策

備が進んだことなどが

の

影響していると考える

達

。

【指標３】

　目標値

成

５５％に対し実績５３

状

．１％となり、目標を

況

１．９％下回った。

　

と

前年度に比べ「聞いた

そ

ことはあるが、内容は

の

わからない」と感じる

原

回答率が約６ポイント

因

減少しその分「内容ま

の

で知っている」

と感じ

分

る回答率が上がった。

析

ＤＶ関連の講座実施、

【

リーフレットの配布等

指

の啓発活動によるモラ

標

ルハラスメント等、身

１

体的ＤＶ以

外を示す言

】

葉が浸透したことなど

　

が原因と推察される。

目

【計画の理念】④人権

標

・多様性の尊重と地域

値

共生社会の実現・③ウ

３

ェルビーイングの向上

５

とＳＤＧｓの推進

　ア

％

ンコンシャス・バイア

に

ス（無意識の偏見）や

対

性別役割分担意識の解

し

消を目的に様々な講座

実

の実施や情報発信を行

績

っている。男

女平等意

３

識が徐々に広まりつつ

５

あるが、中高年世代で

．

は性別役割分担意識が

６

根強く残っていること

％

などが課題となってい

と

る。

2)達成状況と原

な

因分析を踏まえた今後

り

の方向性

【指標１】

　

、

イベントや講座等によ

目

りアンコンシャス・バ

標

イアスや性別役割分担

を

意識の解消について区

０

民へ啓発することでさ

．

らなる改善を図

る。特

６

に中高年世代に対する

％

啓発を強化し、全世代

上

で男女平等意識が高ま

回

ることを目指す。

【指

る

標２】

　企業への支援

こ

メニューの提供による

と

ＷＬＢ推進の働きかけ

が

の他、区民向けの講座

で

やイベント実施、ＳＮ

き

Ｓによる幅広い情報発

た

信

等により区民への啓
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

男女参画プラザ管理運営事務 多様性社会推進課3599 684 19,501 20,185 現状維持 Ｂ

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 多様性社会推進課3600 39,532 37,031 76,563 改善・変更 Ａ

合計２事業 40,216 56,532 96,748

3)施施策の手段として位置付け
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施

ている。

協働・協創
の

策

取 組 み

【目標】10 

の

人や国の不平等をなく

概

そう　17 パートナ

要

ーシップで目標を達成

柱

しよう

【ターゲット】

立

10.2 すべての人

て

の能力を強化し、社会

1

・経済・政治への関わ

3

りを促進する。　10

【

.3 機会均等を確保

ひ

ＳＤＧｓが
し、成果の

と

不平等を是正する。　

】

17.17 さまざま

自

なパートナーシップの

ら

経験などをもとにして

考

、効果的な公的、官民

え

目指す目標
、市民社会

行

のパートナーシップを

動

すすめる。
（ターゲッ

し

【関連する理由】国籍

、

などが異なる人々が互

そ

いの文化的違いを認め

の

共に生活する地域社会

成

を作ることは、すべて

果

の人
ト）との関

々の能

を

力強化や社会参加を促

地

し、機会均等の確保や

域

パートナーシップの推

に

進につながる。
連及び

活

評価
【評価】国際理解

か

教育の実施や日本語ボ

す

ランティア教室の支援

人

、外国ルーツの子ども

施

に対する学習支援の実

策

施など、

ボランティア

群

やＮＰＯ法人と協力し

名

て事業を実施した。

備

4

　　　考

人権と多様な個性を認め合う社会を実現する

施 策 名 4.3 多文化共生社会の実現

多様な文化を尊重し合えるまちになっている。

施策の
目指す姿

■　多様な文化が交流する地域社会を実現する

■　子どもの異文化を理解・尊重する態度を養う

■　誰にとっても相談しやすい行政窓口をつくる

施策の方向

■　令和６年４月に区内の外国人人口は40,000人を超えて過去最大となり、今後も増加が見込まれる。また、令和３

　年度に実施した外国人実態調査の結果によると日本人と交流しない外国人の割合が高く、異文化の尊重と交流の促

　進が必要である。

■　グローバル化が進む現代社会において、異なる価値観や文化を理解・尊重し、寛容さを育む国際教育の重要性が

　高まっている。また、区立小・中学校に通学する外国にルーツを持つ子どもたちの中には、日本語への理解が不足
現状と課題

　し、学校生活への適応が困難なケースがあるため、学校における異文化理解の促進が必要である。

■　令和３年度に実施した外国人実態調査の結果によると、困りごとの相談相手として、家族・親戚や同国人の友人

　・知人を挙げる割合が高い一方、区の相談窓口を挙げる割合は低くなっている。家族や同国人のコミュニティの中

　だけで困りごとの解決が図られることにより、正確な行政情報に辿り着けていない可能性があり、相談しやすい行

　政窓口をつくる必要がある。

■　多文化共生

足

推進会議の開催

■　国

立

際交流フェアの開催

■

区

　日本語教室の支援

■

　

　国際教育の推進

■　

令

外国にルーツを持つ子

和

どもへの支援（日本語

８

適応指導講師派遣など

年

）
主な取組

■　ベルモ

度

ント市交流事業

■　多

施

言語での情報発信によ

策

る支援

■　やさしい日

評

本語の活用

■　外国人

価

コミュニティとの連携

調

担 当 課 名 地域調整課（

書

取りまとめ）

電 話 番 号

(

03-3880-51

令

77 E-mail ta

和

bunka@city

７

.adachi.to

年

kyo.jp

日本語教

度

室のボランティアスタ

事

ッフや国際理解教育の

業

出前授業を実施するボ

実

ランティア講師、外国

施

にルーツを持つ子

ども

)

を支援する民間団体と

1

の協働により、多文化

 

共生推進活動を実施し
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費 55,228 57,071 57,789 84,753

前年比(金額) 55,228 1,843 718 26,964

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】国際理解教育を実施した小· 中学校における異文化への関心度

定義等 国際理解教育を実施時、児童・生徒へアンケート調査を行い、「もっと知りたい・学びたい」と回答した者の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 55 60 65 56 57
(1)

実　績　値 60 53 55 50 R10 60

達　成　率 109% 100% 88% 88% 85% 92% 89% 83% -

指標名 【成果2】国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民の割合

定義等 世論調査により、「暮らしやすい・どちらかといえば暮らしやすい」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 37 37 37 40 41
(2)

実　績　値 40 38 42 42 R10 43

達　成　率 108% 93% 103% 88% 114% 98% 105% 98% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 30,337 31,967 31,962 42,690

人件費 24,891 25,104 25,827 42,063

総事業
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直接触れられるなど、体験中心の授業は関心度が高かったが、講義中心の授業は関心度が低い傾向に

　　　　　　あった。

【指標２】

4

　達成状況：前年度の

 

実績値からは横ばいで

担

、目標値は上回った。

当

　原因分析：令和７年

部

度は外国人政策が選挙

に

の争点になるなど、外

お

国人に対する厳しい意

け

見が注目されたが、実

る

績値が下がる

　　　　

評

　　ことはなく、地域

価

における共生意識は一

（

定程度醸成されている

部

と考える。

【計画の理

長

念】④人権・多様性の

評

尊重と地域共生社会の

価

実現

多文化共生社会の

－

実現に向けたロードマ

１

ップである推進計画を

次

改定する目的で、令和

評

７年度に外国人と日本

価

人の双方にアンケート

）

調査を実施した。「足

そ

立区では外国人と日本

の

人が互いを認め合い、

１

地域社会の一員として

1

暮らしているか」とい

)

う設問について、

約８

施

割の外国人がそう思う

策

と答えたのに対し、日

の

本人がそう思うと答え

達

た割合は約５割に留ま

成

った。日本人側の共生

状

意識を醸成し

ていくこ

況

とが課題である。

2)

と

達成状況と原因分析を

そ

踏まえた今後の方向性

の

【指標１】

　アンケー

原

ト結果を講師へフィー

因

ドバックし、できるだ

の

け体験につなげる時間

分

を確保するようアドバ

析

イスする。

【指標２】

【

　外国人と日本人が交

指

流するイベントを継続

標

し、お互いが身近に接

１

する機会を提供する。

】

また、日本における生

　

活習慣やマナー

　を外

達

国人にも分かりやすく

成

伝え、日本人も外国人

状

も住みやすいまちにな

況

るよう努めていく。

【

：

計画の理念】④人権・

前

多様性の尊重と地域共

年

生社会の実現

住民向け

度

多文化共生セミナーの

の

開催や、国際交流イベ

実

ントの開催を通じて、

績

日本人側の共生意識の

値

醸成を目指していく。

お

合わせて

、外国人にも

よ

日本の生活習慣・マナ

び

ーの理解や日本語習得

目

を促すなど、互いが歩

標

み寄り共生社会の実現

値

が前進するような取組

を

みを

進めていく。

下回った。

　原因分析：外国の楽器に
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

多文化共生推進事業 地域調整課3568 42,690 42,063 84,753 拡充 Ａ

合計１事業 42,690 42,063 84,753

3)施施策の手段として位置付け
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施

することなどが課題と

策

なっている。【課題3

の

】バリアフリー整備の

概

推進

■　①ユニバーサ

要

ルデザイン講演会等の

柱

開催

　　②ユニバーサ

立

ルデザイン関係パンフ

て

レットの作成・配布

　

1

　③人権啓発講座の開

3

催

■　①ユニバーサル

【

デザイン出張講座の充

ひ

実

　　②国際教育の推

と

進
主な取組

■　①施設

】

内の案内サインの整備

自

　　②ホームドア等整

ら

備の推進

　　③建築物

考

バリアフリーに関する

え

補助制度の整備

担 当 課

行

名 都市建設課（取りま

動

とめ）

電 話 番 号 03-

し

3880-5768 E

、

-mail tosi@

そ

city.adach

の

i.tokyo.jp

成

　ユニバーサルデザイ

果

ンに配慮した社会の構

を

築のため、区民を対象

地

としたユニバーサルデ

域

ザイン講演会、製品展

に

およ

び啓発チラシ配布

活

等の各事業を行い、区

か

民とともに心のユニバ

す

ーサルデザインを推進

人

していく。

　また、多

施

様な人々に配慮したま

策

ちづくりに向け、高齢

群

者や障がい者等の当事

名

者の意見聴取やまち歩

4

き点検等を通じ

協働・

人

協創 て、誰もが円滑に

権

移動できる施設整備や

と

公共施設等のユニバー

多

サルデザインを推進し

様

ていく。

の 取 組 み

【目

な

標】11 住み続けら

個

れるまちづくりを

（ゴ

性

ール）包摂的で安全か

を

つ強靱（レジリエント

認

）で持続可能な都市及

め

び人間居住を実現する

合

。
ＳＤＧｓが

【ターゲ

う

ット】11.7　20

社

30年までに、女性、

会

子ども、高齢者及び障

を

害者を含め、人々に安

実

全で包摂的かつ利用が

現

容易
目指す目標

な緑地

す

や公共スペースへの普

る

遍的アクセスを提供す

施

る。
（ターゲッ

【関連

策

する理由】　エレベー

名

ターの設置、ピクトグ

4

ラム表示など、ユニバ

.

ーサルデザインの推進

4

は「女性、子ども、
ト

ユ

）との関
高齢者や障が

ニ

い者を含め、全ての人

バ

々に安全で容易に利用

ー

できる緑地や公共スペ

サ

ースの普遍的アクセス

ル

を提供する」
連及び評

デ

価
ことにつながってい

ザ

る。

【評価】ユニバー

イ

サルデザインの推進の

ン

ため、バリアフリー地

の

区別計画策定など各事

推

業を着実に実施してい

進

る。

備　　　考

■　まちに思いやりの行動があふれている。

施策の
目指す姿

■　心のバリアフリーによる共生社会を実現する。①講演会等の場を活用してユニバーサルデザイン（以下「ＵＤ」

という。）の理念を広く周知・共有し、区に関わる全ての人が「心のバリアフリー」に配慮した共生社会を進める。

②真に必要とする人がバリアフリー設備を利用できるよう、設置目的等を含めた普及啓発を強化する。

■　学校と連携し、ＵＤを広げる。①学校への出張講座や教材を通じてＵＤの啓発を行い、子どもの頃から「心のバ
施策の方向

リアフリー」への理解を深めるとともに、子どもを介して保護者世代にも理念を広げる。

■　多様な人々が利用しやすい施設をつくる。①高齢者や障がい者等の意見を反映し、誰もが円滑に移動できる施設

整備や公共施設等のＵＤを進める。②多くの人が利用する民間建築物には、東京都福祉のまちづくり条例や環境整備

基準等に適合したＵＤの整備を誘導・支援し、利用しやすい環境づくりを進める。

【現状1】ユニバーサルデザインが実現したまちをつくるには、施設の整備と同時に、区に関わる全ての人が「心の

バリアフリー」を理解し、実践していく必要があるが、「自らを含めた地域の人々が日常生活の中で高齢者・障がい

者等の様々な人々に配慮している」と思う区民の割

足

合は、30％台で推移

立

している。【課題1】

区

心のバリアフリーへの

　

理解

【現状2】「思い

令

やりのこころ」が根付

和

き、「心づかい」があ

８

ふれるまちづくりを推

年

進するためには、幼少

度

期からユ
現状と課題

ニ

施

バーサルデザインの理

策

念に触れるとともに、

評

ユニバーサルデザイン

価

を身近に感じ、学ぶこ

調

とのできる機会の提供

書

が

必要である。【課題

(

2】ユニバーサルデザ

令

イン教育の機会提供

【

和

現状3】①多くの人が

７

訪れる公共建築物や公

年

園などには、誰もが安

度

全・安心に利用できる

事

ユニバーサルデザイン

業

化

が求められる。②バ

実

リアフリー整備が進ん

施

でいない道路や建築物

)

については、構造上の

1

課題や用地の制約等に

 

より着

手まで時間を要
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件費 16,594 25,104 25,827 26,295

総事業費 23,335 38,609 39,123 44,184

前年比(金額) 23,335 15,274 514 5,061

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「日常生活の中で高齢者・障がい者等に配慮していると思う」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 48 49 50 35 37.5
(1)

実　績　値 34.9 33.2 34.6 41.2 R10 42.5

達　成　率 73% 82% 68% 78% 69% 81% 118% 97% -

指標名 ユニバーサルデザインの施設整備に関する施策への評価平均点

定義等 推進計画「柱３　便利に生活できる『まちづくり』」のうち、施設整備に関する施策の評価点の平均値（※評価年度）
指

単　位 点 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 4.2 4.2 4.2 3.8 3.8
(2)

実　績　値 4.5 3.8 4 4 R10 3.9

達　成　率 107% 115% 90% 97% 95% 103% 105% 103% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 6,741 13,505 13,296 17,889

人
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々

が、日常生活の中で高

に

齢者・障がい者等の多

配

様な人々に配慮してい

慮

る｣と思う区民の割合

し

　目標を達成したもの

て

の、依然として「思い

い

やりの行動」をさらに

る

広げていく余地はある

｣

。令和８年度に予定し

と

ている「ユニバー

サル

思

デザイン推進計画」の

う

改定を通じ、新たな社

区

会情勢や多様なニーズ

民

に対応した「心のバリ

の

アフリー」の啓発を強

割

化していく必

要がある

合

。

【成果指標２】ユニ

　

バーサルデザインの施

令

設整備に関する施策へ

和

の評価平均点

　ハード

7

面では、「バリアフリ

年

ー地区別計画（竹の塚

度

周辺地区編）」の策定

の

を完了させるとともに

目

、新設計画に限らず既

標

存施設の

改善を継続す

値

る。今後も障がい当事

を

者や区民の視点を取り

前

入れた「まち歩き点検

年

」等の「協働・協創」

度

の取り組みを推進し、

（

誰も

が自分らしく暮ら

5

せるまちづくりを実現

0

していく。

【計画の理

%

念】④人権・多様性の

）

尊重と地域共生社会の

よ

実現

　意識啓発におい

り

て一定の成果が見られ

下

る一方で、民間施設等

方

へのUD整備の誘導な

修

ど、継続的な課題も残

正

されている。今後も、

し

ハ

ードとソフトの両面

た

からUDの理念を浸透

理

させることで、誰もが

由

気兼ねなく外出し、互

は

いに支え合える環境づ

、

くりを進めていく。

　

過

特に次世代への啓発等

去

を通じ、多様な人々が

の

自分らしく暮らせる社

実

会の実現に向けて引き

績

続き取り組んでいく。

値が30%台で

4

推移していたことや、

 

国の取組目標であ

る「

担

心のバリアフリー」の

当

浸透状況（R4実績；

部

21%）を勘案し、よ

に

り実効性のある目標と

お

して再設定したためで

け

ある。

　その中で、「

る

配慮している」と思う

評

区民の割合が41.2

価

%に達し、目標値（3

（

5%）を大きく上回っ

部

たことは、SNS等に

長

よる地道な周

知に加え

評

、小学生向けの出張講

価

座や教材を通じた啓発

－

が、子どもを介して保

１

護者世代へも波及し始

次

めた成果であると評価

評

できる。

【成果指標２

価

】ユニバーサルデザイ

）

ンの施設整備に関する

そ

施策への評価平均点

　

の

評価の基準（達成率に

１

対する目安）を過去よ

1

りも厳しい基準とした

)

ため、目標値を3.8

施

点に設定した。

　その

策

中で、施設整備に関す

の

る施策評価が4.0点

達

と目標値（3.8点）

成

を達成したことは、バ

状

リアフリー法改正に伴

況

う既存公立小中学

校等

と

のバリアフリー化の加

そ

速など、ハード面での

の

整備が着実に進んでい

原

ることが評価されたも

因

のであると分析してい

の

る。

　さらに、推進会

分

議において14施策を

析

集中的に評価し、PD

【

CAサイクルを適切に

成

回すなど、質の高い施

果

策展開を推進している

指

。

【計画の理念】④人

標

権・多様性の尊重と地

１

域共生社会の実現

　ユ

】

ニバーサルデザインの

｢

視点を、施設のバリア

自

フリー化というハード

ら

面に留めず、障がいの

を

有無や年齢等の違いを

含

認め合う「心

のバリア

め

フリー」というソフト

た

面からも推進した。具

地

体的には、区民向けの

域

UD講演会や、次世代

の

を担う小学生を対象と

人

した「出張

講座」の実

々

施に注力した。これら

が

の取り組みを通じて、

、

単に施設を整えるだけ

日

でなく、困っている人

常

に自然に声をかけ、誰

生

もが配

慮し合って施設

活

や空間を正しく利用す

の

ることで「ユニバーサ

中

ルデザインのまちづく

で

り」が実現することを

高

伝えている。

　SNS

齢

等を活用した地道な啓

者

発が、成果指標１にあ

・

る「周囲に配慮してい

障

る」と思う区民の割合

が

（41.2%）の向上

い

に寄与しており、

多様

者

性を尊重する地域共生

等

社会の土壌が少しずつ

の

醸成されつつある。

2

多

)達成状況と原因分析

様

を踏まえた今後の方向

な

性

【成果指標１】｢自

人

らを含めた地域の人々
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

ユニバーサルデザイン推進事業 都市建設課21226 17,889 26,295 44,184 拡充 Ａ

合計１事業 17,889 26,295 44,184

3)施施策の手段として位置付け
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